
 
 
 
 
 
 

統計法令に基づく統計調査の承認及び届出の状況 

 

 
 

平 成 2 7 年 3 月  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

総務省政策統括官（統計基準担当） 

 
 
 
 



目     次 

 

 

１ 統計調査の承認等の状況（総括表） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥1 

基幹統計調査の承認 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥1 

一般統計調査の承認 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥3 

一般統計調査の中止 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥4 

届出統計調査の受理 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥5 

２ 基幹統計調査の承認 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥7 

賃金構造基本統計調査（平成２７年承認）（厚生労働省） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥7 

医療施設調査（平成２７年承認）（厚生労働省） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥9 

経済産業省特定業種石油等消費統計調査（平成２７年承認）（経済産業省） ‥‥‥12 

３ 一般統計調査の承認 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥13 

宿泊旅行統計調査（平成２７年承認）（国土交通省） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥13 

エネルギー消費統計調査（平成２７年承認）（経済産業省） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥15 

土地動態調査（平成２７年承認）（国土交通省） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥21 

通信・放送産業動態調査（平成２７年承認）（総務省） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥22 

労使関係総合調査 （平成２７年承認）（厚生労働省） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥24 

純粋持株会社実態調査（平成２７年承認）（経済産業省） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥30 

社会保障・人口問題基本調査（平成２７年承認）（厚生労働省） ‥‥‥‥‥‥‥‥31 

大学・短期大学・高等専門学校におけるインターンシップ実施状況等調査（平成２７ 

年承認）（文部科学省） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥36 

職種別民間給与実態調査（平成２７年承認）（人事院） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥37 

介護サービス施設・事業所調査（平成２７年承認）（厚生労働省） ‥‥‥‥‥‥‥41 

工場立地動向調査（平成２７年承認）（経済産業省） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥45 

４ 一般統計調査の中止 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥47 

出生動向基本調査（結婚と出産に関する全国調査）（平成２７年通知）（厚生労働省）47 

５ 届出統計調査の受理 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥49 

(1) 新規 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥49 

平成２６年度若年者の職場定着に関するアンケート調査（平成２７年届出）（秋田県）49 

長野県労働環境等実態調査（平成２７年届出）（長野県） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥51 

大阪市技能労務職相当職種民間給与調査（平成２７年届出）（大阪市） ‥‥‥‥‥52 



栃木県社会貢献活動団体に関する実態調査（平成２７年届出）（栃木県） ‥‥‥‥53 

消費者意識アンケート調査（平成２７年届出）（神戸市） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥54 

平成２７年鳥取県外国人観光客入込調査（平成２７年届出）（鳥取県） ‥‥‥‥‥‥55 

 (2) 変更 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥56 

高等学校卒業者の進路状況調査（平成２７年届出）（埼玉県） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥56 

大阪府産業廃棄物処理実態調査（平成２７年届出）（大阪府） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥57 

人口移動調査（平成２７年届出）（島根県） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥59 

血液製剤使用量等調査（平成２７年届出）（兵庫県） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥61 

青少年の健全育成に関する意識調査（平成２７年届出）（岩手県） ‥‥‥‥‥‥‥62 

男女が共に支える社会に関する意識調査（平成２７年届出）（岩手県） ‥‥‥‥‥64 

川崎市産業廃棄物総合実態調査（平成２７年届出）（川崎市） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥65 

（参考）基幹統計の指定 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥68 

 

〔利用上の注意〕 

１ 「統計法令に基づく統計調査の承認及び届出の状況」（以下、「本月報」という。）中で「指

定統計」とは、改正前の統計法（昭和 22 年法律第 18 号。以下「旧統計法」という。）第２

条の規定に基づき、総務大臣が指定した統計をいう。 

２ 本月報中で「指定統計調査」とは、旧統計法下において、指定統計を作成するために行

われた統計調査をいう。 

３ 本月報中で「承認統計調査」とは、改正後の統計法（平成 19 年法律第 53 号。以下「新

統計法」という。）により廃止された統計報告調整法（昭和 27 年法律第 148 号）の規定に

基づく総務大臣の承認を受けて実施された「統計報告の徴集」の通称をいう。 

４ 本月報中で「届出統計調査」とは、旧統計法下にあっては、第８条に基づき総務大臣に

届けられた統計調査をいい、新統計法下にあっては、第 24 条第１項又は第 25 条に基づき

総務大臣に届けられた統計調査をいう。 

５ 本月報中で「基幹統計」とは、新統計法第２条第４項に規定する統計をいう。旧統計法

下の指定統計のうち、新統計法施行の段階（平成 21 年４月１日）で引き続き作成されてい

たものについては、基幹統計に移行している。 

６ 本月報中で「基幹統計調査」とは、基幹統計を作成するために行われた統計調査をいう。 

７ 本月報中で「一般統計調査」とは、国の行政機関が行う統計調査のうち、基幹統計調査

以外のものをいう。 

８ 本月報中の目次等における調査名の後ろの「平成◇年承認」「平成◇年届出」については、

本月報の編集に係るシステム管理上、付記しているものである。 
 



○基幹統計調査の承認 

 

統計調査の名称 実 施 者 主 な 承 認 事 項 承認年月日 

賃金構造基本統計調査 厚生労働大臣 

承認事項の変更 

平成 27 年の調査からの実施

に当たり、以下について

変更 

①  調査対象の範囲のうち

「特定独立行政法人等の

労 働 関 係 に 関 す る 法 律

（昭和 23 年法律第 257

号）第２条第３号に規定

す る 特 定 独 立 行 政 法 人

等」を「行政執行法人の

労 働 関 係 に 関 す る 法 律

（昭和 23 年法律第 257

号）第２条第１号に規定

する行政執行法人」に変

更 

② 母集団情報を「平成 21

年経済センサス－基礎調

査」による事業所名簿か

ら「事業所母集団データ

ベース」による事業所名

簿に変更 

③ 東日本大震災の影響に

伴う調査票の提出時期の

延期に係る事項を削除 

 

H27.3.3 

医療施設調査 厚生労働大臣 

承認事項の変更 

本調査のうち平成 27 年４

月からの医療施設動態調査

の実施に当たり、調査方法

について変更 

①   医療施設の開設者が国

の場合の開設等に関する

調査票の作成を厚生労働

大臣から都道府県知事等

に変更 

②   保健所を設置する市の

うち指定都市（地方自治

法（昭和 22 年法律第 67

号）第 252 条の 19 第 1 項

に規定する指定都市をい

う。）の市長は、従前の管

轄区域内における診療所

に加えて病院の開設等に

関する調査票を作成 

H27.3.26 

- 1 -



※  上 記 ① 及 び ② の 変 更

は、地域の自主性及び自

立性を高めるための改革

の推進を図るための関係

法律の整備に関する法律

（平成 26 年法律第 51 号）

を受け、医療法（昭和 23

年法律第 205 号）に基づ

く病院の開設許可等に係

る事務・権限が国から地

方公共団体、都道府県か

ら指定都市に移譲される

ことに伴うもの。 

 

経済産業省特定業種

石油等消費統計調査 
経済産業大臣 

承認事項の変更 

  平成 28 年１月からの調査

の実施に当たり、以下につ

いて変更 

① 調査組織について、「経

済産業省－経済産業局－

報告者」及び「経済産業

省－報告者」から「経済

産業省（資源エネルギー

庁）－民間事業者－報告

者」に変更 

②  調査票第７号（鉄鋼）

の調査対象の範囲につい

て、調査の実態に合わせ

た記載ぶりに変更 

③  その他、調査対象の範

囲について、経済産業省

生産動態統計調査に合わ

せた記載ぶりに変更 

    

H27.3.27 

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣が承認した基幹統計調査の計画

について、主な内容を掲載したものである。 
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○一般統計調査の承認

承認年月日 統計調査の名称 実施者

H27.3.2 宿泊旅行統計調査 国 土 交 通 大 臣

H27.3.3 エネルギー消費統計調査 経 済 産 業 大 臣

H27.3.3 土地動態調査 国 土 交 通 大 臣

H27.3.6 通信・放送産業動態調査 総 務 大 臣

H27.3.6 労使関係総合調査 厚 生 労 働 大 臣

H27.3.12 純粋持株会社実態調査 経 済 産 業 大 臣

H27.3.13 社会保障・人口問題基本調査 厚 生 労 働 大 臣

H27.3.25
大学・短期大学・高等専門学校におけるインターンシップ実
施状況等調査

文 部 科 学 大 臣

H27.3.27 職種別民間給与実態調査 人 事 院 総 裁

H27.3.30 介護サービス施設・事業所調査 厚 生 労 働 大 臣

H27.3.31 工場立地動向調査 経 済 産 業 大 臣

 注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣が承認した一般統計調査について掲載したものである。
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○一般統計調査の中止通知

通知年月日 統計調査の名称 実施者

H27.3.10 出生動向基本調査（結婚と出産に関する全国調査） 厚 生 労 働 大 臣

 注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣に通知された一般統計調査の中止について掲載したもの
   である。
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（１）　新　規

受理年月日 統計調査の名称 実施者

H27.3.6 平成26年度若年者の職場定着に関するアンケート調査 秋 田 県 知 事

H27.3.9 長野県労働環境等実態調査 長 野 県 知 事

H27.3.9 大阪市技能労務職相当職種民間給与調査 大 阪 市 長

H27.3.17 栃木県社会貢献活動団体に関する実態調査 栃 木 県 知 事

H27.3.19 消費者意識アンケート調査 神 戸 市 長

H27.3.25 平成27年鳥取県外国人観光客入込調査 鳥 取 県 知 事

○届出統計調査の受理

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣に届け出られた統計調査の受理（新規）について掲載したもの
　　である。
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（２）　変　更

受理年月日 統計調査の名称 実施者

H27.3.2 高等学校卒業者の進路状況調査 埼 玉 県 教 育 委 員 長

H27.3.2 大阪府産業廃棄物処理実態調査 大 阪 府 知 事

H27.3.2 人口移動調査 島 根 県 知 事

H27.3.11 血液製剤使用量等調査 兵 庫 県 知 事

H27.3.30 青少年の健全育成に関する意識調査 岩 手 県 知 事

H27.3.30 男女が共に支える社会に関する意識調査 岩 手 県 知 事

H27.3.30 川崎市産業廃棄物総合実態調査 川 崎 市 長

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣に届け出られた統計調査の受理（変更）について掲載したもの
　　である。
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○基幹統計調査の承認 

【調査名】 賃金構造基本統計調査（平成２７年承認） 

【承認年月日】 平成２７年３月３日 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部雇用・賃金福祉統計課賃金福祉統計室 

【目 的】 本調査は、主要産業に雇用される労働者について、その賃金の実態を雇用形

態、就業形態、職種、性、年齢、学歴、勤続年数、経験年数別等に明らかにする

ことを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、昭和２３年以降、毎年実施され、３３年からは旧統計法（昭和２

２年法律第１８号）第２条に基づく指定統計である賃金構造統計（指定統計第９

４号）を作成するための調査として実施されてきたものである。なお、昭和３３

年から３５年までの３回にわたり賃金構造基本調査として実施され、３６年には

名称を賃金実態総合調査に変更したが、３９年以降は現在の調査の名称に改め、

実施されている。その後、平成２１年４月に統計法（平成１９年法律第５３号）

が全面施行されたことに伴い、同法第２条第４項第３号に規定する基幹統計（賃

金構造基本統計）を作成するための基幹統計調査として位置付けられたものであ

る。 

【調査の構成】 １－事業所票 ２－個人票 

【公 表】 インターネット及び印刷物（概要：調査実施年の翌年３月、詳細：調査実施

年の翌年６月） 

【備 考】 今回の変更は、調査対象の範囲及び報告を求める者の変更並びに調査計画の

うち東日本大震災の影響に伴う調査票の提出時期の延期に係る事項の削除であ

る。 

※ 

【調査票名】 １－事業所票 

【調査対象】 （地域）全国（ただし、一部島しょ部を除く。） （単位）事業所 （属

性）＂日本標準産業分類による「鉱業，採石業，砂利採取業」、「建設業」、「製

造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、

「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研

究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービ

ス業，娯楽業」（その他の生活関連サービス業のうち家事サービス業を除く。）、

「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、「複合サービス事業」、「サービス業（他

に分類されないもの）」（外国公務を除く。）に属する事業所であって、次に

掲げる事業所（ア）常用労働者１０人以上を雇用する事業所（民営の事業所

及び行政執行法人の労働関係に関する法律（昭和２３年法律第２５７号）第

２条第１号に規定する行政執行法人又は地方公営企業等の労働関係に関す

る法律（昭和２７年法律第２８９号）第３条第３号に規定する地方公営企業
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等に係る事業所に限る。）（イ）常用労働者５人以上９人以下を雇用する事業

所（民営の事業所であって、常用労働者５人以上９人以下を雇用する企業に

属する事業所に限る。） （抽出枠）事業所母集団データベースによる事業

所名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８万／１３０万 （配布）職員、調査員 

（取集）職員、調査員 （記入）自計 （把握時）毎年６月３０日現在 （系

統）厚生労働省－都道府県労働局－労働基準監督署－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年７月１日～同月３１日 

【調査事項】 １．事業所の名称及び所在地、２．主要な生産品の名称又は事業の内容、

３．事業所の雇用形態別労働者数、４．企業全体の常用労働者数、５．新規

学卒者の初任給額及び採用人員 

※ 

【調査票名】 ２－個人票 

【調査対象】 （地域）全国（ただし、一部島しょ部を除く。） （単位）個人 （属性）

事業所票の調査対象事業所に雇用される労働者（船員法（昭和２２年法律第

１００号）第１条の規定による船員を除く。） （抽出枠）事業所票の調査

対象事業所に雇用される労働者から無作為抽出により事業主が選定する。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１６０万／３９００万 （配布）職員、

調査員 （取集）職員、調査員 （記入）自計 （把握時）毎年６月３０日

現在 （系統）厚生労働省－都道府県労働局－労働基準監督署－調査員－報

告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年７月１日～同月３１日 

【調査事項】 １．労働者の番号又は氏名、２．性、３．雇用形態、４．就業形態、５．

最終学歴、６．年齢、７．勤続年数、８．労働者の種類、９．役職又は職種、

１０．経験年数、１１．実労働日数、１２．所定内実労働時間数、１３．超

過実労働時間数、１４．きまって支給する現金給与額、１５．超過労働給与

額、１６．通勤手当、１７．精皆勤手当、１８．家族手当、１９．昨年１年

間の賞与、期末手当等特別給与額  
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【調査名】 医療施設調査（平成２７年承認） 

【承認年月日】 平成２７年３月２６日 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部人口動態・保健統計課保健統計室 

【目 的】 本調査は、医療施設（医療法（昭和２３年法律第２０５号）に定める病院及

び診療所（法第５条の規定により診療所とみなされたものを含む。ただし、保健

所については除外する。）をいう。）について、その分布及び整備の実態を明らか

にするとともに、医療施設の診療機能を把握し、医療行政の基礎資料を得ること

を目的とする。 

【沿 革】 本調査の内容は、内務報告例（内務省）から引継がれた厚生省報告例に含ま

れていたものであるが、昭和２３年１１月から全医療施設を対象に「施設面から

みた医療調査」として行われ、その後、昭和２５年から「医療施設面調査」とい

う名称（ただし、昭和２５年及び昭和２７年は医療施設面調査第１次客体調査）

で行われていたものである。昭和２８年７月７日に統計法に基づく指定統計とな

り、昭和４７年まで毎年年末（昭和２８年は７月末）現在で実施してきた。昭和

４８年１０月に調査規則を改正し全施設の詳細な実態を把握することを目的と

する調査については、静態調査として昭和５０年から３年ごとに実施するととも

に、各都道府県から施設の開設・廃止等の報告を毎月徴集する動態調査を昭和４

８年１１月から実施（昭和４８年１月から１０月までの分については、一括して

報告を徴集した。）することとして、現在に至っている。なお、昭和５９年から

は、患者調査と同時期に実施し医療施設面からも患者の動向を把握できるよう、

調査期日を１０月１日現在に改めた。平成２３年には、病院票に関して、オンラ

イン調査が導入された。平成２３年の静態調査については、東日本大震災の影響

により、福島県の一般診療所及び歯科診療所の対象からの除外等の措置が取られ

た。 

【調査の構成】 １－医療施設静態調査 病院票２－医療施設静態調査 一般診療所票３

－医療施設静態調査 歯科診療所票４－医療施設動態調査票 

【公 表】 インターネット及び印刷物（静態調査：調査実施年翌年１０月、動態調査：

調査対象月の翌々月下旬） 

【備 考】 今回の変更は、動態調査の調査方法の一部等の内容の変更である。 

※ 

【調査票名】 １－医療施設静態調査 病院票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）医療施設 （属性）病院 （抽出枠）医療施設基

本ファイル 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）８，５７８ （配布）郵送 （取集）郵送・オ

ンライン（政府統計共同利用システム） （記入）自計 （把握時）調査実

施年の１０月１日現在又は調査実施年の９月１か月間 （系統）厚生労働省
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－都道府県－（保健所を設置する市・特別区）－保健所－報告者（医療施設） 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２６年１０月１日～平成２６年１１月

上旬 

【調査事項】 １．名称、２．所在地、３．開設者、４．診療科目、５．設備、６．従事

者の数及びその勤務の状況、７．許可病床数、８．社会保険診療の状況、９．

救急病院の告示の有無、１０．診療及び検査の実施の状況、１１．その他（１

～１０に関連する事項） 

※ 

【調査票名】 ２－医療施設静態調査 一般診療所票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）医療施設 （属性）一般診療所 （抽出枠）医療

施設基本ファイル 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０１，８４５ （配布）郵送 （取集）郵送・

オンライン（政府統計共同利用システム） （記入）自計 （把握時）調査

実施年の１０月１日現在又は調査実施年の９月１か月間 （系統）厚生労働

省－都道府県－（保健所を設置する市・特別区）－保健所－報告者（医療施

設） 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２６年１０月１日～平成２６年１１月

上旬 

【調査事項】 １．名称、２．所在地、３．開設者、４．診療科目、５．設備、６．従事

者の数及びその勤務の状況、７．許可病床数、８．社会保険診療の状況、９．

救急診療所の告示の有無、１０．診療及び検査の実施の状況、１１．その他

（１～１０に関連する事項） 

※ 

【調査票名】 ３－医療施設静態調査 歯科診療所票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）医療施設 （属性）歯科診療所 （抽出枠）医療

施設基本ファイル 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６９，２２８ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）調査実施年の１０月１日現在又は調査実施年の９月１

か月間 （系統）厚生労働省－都道府県－（保健所を設置する市・特別区）

－保健所－報告者（医療施設） 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２６年１０月１日～平成２６年１１月

上旬 

【調査事項】 １．名称、２．所在地、３．開設者、４．診療科目、５．設備、６．従事

者の数及びその勤務の状況、７．許可病床数、８．社会保険診療の状況、９．

救急診療所の告示の有無、１０．診療及び検査の実施の状況、１１．その他

（１～１０に関連する事項） 
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※ 

【調査票名】 ４－医療施設動態調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）都道府県・市・特別区 （属性）法令に基づき、

医療施設に関し、開設、変更又は開設及び変更以外の所定の手続を行った都

道府県、保健所を設置する市及び特別区 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）都道府県４７・保健所を設置する市７２・特別

区２３ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）

自計 （把握時）毎月１日～月末 （系統）（都道府県）：厚生労働省－報告

者、（保健所を設置する市・特別区）：厚生労働省－都道府県－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）（提出期限）：調査対象月の翌月２０日 

【調査事項】 １．開設の場合（１）名称、（２）開設年月日、（３）所在地、（４）開設

者、（５）診療科目、（６）許可病床数、（７）従事者数、（８）社会保険診療

の状況、（９）その他（１）～（８）に関連する事項、２．変更の場合（１）

名称、（２）変更年月日、（３）診療科目、（４）許可病床数、（５）その他（１）

～（４）に関連する事項、３．開設及び変更以外の場合（１）名称、（２）

処分等の年月日、（３）処分等の種類、（４）その他（１）～（３）に関連す

る事項  
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【調査名】 経済産業省特定業種石油等消費統計調査（平成２７年承認） 

【承認年月日】 平成２７年３月２７日 

【実施機関】 経済産業省大臣官房調査統計グループ鉱工業動態統計室（経済産業省資源

エネルギー庁長官官房総合政策課戦略企画室：平成２８年１月調査以降） 

【目 的】 本調査は、工業における石油等の消費の動態を明らかにし、石油等の消費に

関する施策の基礎資料を得ることを目的とする。 

【沿 革】 第一次石油危機から第二次石油危機にかけて、我が国のエネルギー政策が大

きく転換したことを契機として、エネルギー消費統計の整備の必要性から昭和５

５年に指定統計「商鉱工業エネルギー消費統計（指定統計１１５号）」として指

定され、構造統計調査としての年次調査「エネルギー消費構造統計調査（その後、

「石油等消費構造統計調査」）」と動態統計調査としての月次調査「エネルギー消

費動態統計調査（その後、「石油等消費動態統計調査」）」を開始した。昭和５８

年４月１日に「商鉱工業石油等消費統計調査」、平成１０年４月 1 日に「商工業

石油等消費統計調査」へと調査名称を変更した。平成１４年には、同調査に対す

るニーズの変化等（結果公表の速報性が求められたこと等による年次統計に対す

るニーズの低下など）を踏まえ、年次調査である「石油等消費構造統計調査」を

中止した。それに伴い、平成１５年に調査名称を「経済産業省特定業種石油等消

費統計調査」と変更し、現在に至る。 

【調査の構成】 １－それぞれの業種ごとの月報 

【公 表】 インターネット及び印刷物（月報：翌々月中旬、年報：翌年６月） 

【備 考】 今回の変更は、報告を求めるために用いる方法及び調査対象の範囲の変更で

ある。 

※ 

【調査票名】 １－それぞれの業種ごとの月報 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）別表第１で、「生産品目」（加工

品を含む。）別に定める「調査の範囲」に属する事業所（生産を行っていな

い本社又は本店であるものを除く。）とする。 （抽出枠）規模以上悉皆調

査 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，５００ （配布）郵送・オンライン （取

集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）

経済産業省（資源エネルギー庁）－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）毎月 （実施期日）翌月１５日 

【調査事項】 １．事業所の名称、２．事業所の所在地、３．燃料の受入量、消費量、払

出量、在庫量及び発生量、回収量又は生産量、４．電力の購入量、消費量、

自家発電量及び販売量、５．蒸気の受入量、発生量、消費量及び払出量、６．

燃料、電力及び蒸気の生産部門別消費量、７．都市ガスの単位当たり発熱量 
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○一般統計調査の承認 

【調査名】 宿泊旅行統計調査（平成２７年承認） 

【承認年月日】 平成２７年３月２日 

【実施機関】 国土交通省観光庁観光戦略課調査室 

【目 的】 本調査は、我が国の宿泊施設を利用した宿泊者数や宿泊施設の定員稼働率等

の動向を把握することにより、宿泊旅行の実態を明らかにし、観光行政の基礎資

料作成等に資することを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、平成１９年１月分から、四半期ごとに実施している。本調査の結

果は、「観光立国実現に向けたアクション・プログラム２０１４－「訪日外国人

２０００万人時代」に向けて－」（平成２６年６月１７日観光立国推進閣僚会議

決定。以下「アクション・プログラム」という。）に係る関連政策の企画立案及

び評価、ビジット・ジャパン・キャンペーンにおける重点市場の動向把握に利用

されているほか、地方公共団体や民間研究機関等における観光施策の分析・評価

等に活用されている。 

【調査の構成】 １－宿泊旅行統計調査調査票（第１号様式） ２－宿泊旅行統計調査調

査票（第２号様式） ３－宿泊旅行統計調査調査票（第３号様式） 

【公 表】 報告書及びインターネット（観光庁ホームページ及びｅ－ｓｔａｔ） 速報：

調査対象月の翌月末まで、月次報告：調査対象月の翌々月末まで、年間報告：対

象期間（対象年）の翌年の６月末まで 

【備 考】 今回は、調査の周期を「四半期」から「毎月」に変更するために、報告を求

める期間、集計事項、調査結果の公表の方法及び期日等の変更を計画するもの。 

※ 

【調査票名】 １－宿泊旅行統計調査調査票（第１号様式） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）旅館、ホテル、簡易宿所、会社

団体の宿泊所を営む事業所（同伴施設を除く。）のうち、従業者数１０人未

満の事業所 （抽出枠）事業所母集団データベースの情報を基にしつつ、都

道府県への照会（旅館業法（昭和２３年法律第１３８号）に基づく許認可情

報等を活用）によって調査対象名簿を整備 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１０，０００／７０，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送、オンライン （記入）自計 （把握時）毎月 （系統）

国土交通省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査対象月の翌月の１１日 

【調査事項】 １．宿泊施設のタイプ、２．１月１日現在の客室数及び収容人数、３．１

月１日現在の従業者数、４．宿泊目的別の割合、５．各月の延べ・実宿泊者

数、６．外国人述べ・実宿泊者数、７．各月の利用客室数、８．各月の延べ

宿泊者数の居住地別（県内、県外の別）の内訳、９．変動要因（自由記入） 
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※ 

【調査票名】 ２－宿泊旅行統計調査調査票（第２号様式） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）旅館、ホテル、簡易宿所、会社

団体の宿泊所を営む事業所（同伴施設を除く。）のうち、従業者数１０人以

上９９人以下の事業所 （抽出枠）事業所母集団データベースの情報を基に

しつつ、都道府県への照会（旅館業法（昭和２３年法律第１３８号）に基づ

く許認可情報等を活用）によって調査対象名簿を整備 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）９，０００／７０，０００ （配布）郵送 （取

集）郵送、オンライン （記入）自計 （把握時）毎月 （系統）国土交通

省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査対象月の翌月の１１日 

【調査事項】 １．宿泊施設のタイプ、２．１月１日現在の客室数及び収容人数、３．１

月１日現在の従業者数、４．宿泊目的別の割合、５．各月の延べ・実宿泊者

数、６．外国人述べ・実宿泊者数、７．各月の利用客室数、８．各月の延べ

宿泊者数の居住地別（県内、県外の別）の内訳、９．各月の外国人延べ宿泊

者数の国籍別内訳、１０．変動要因（自由記入） 

※ 

【調査票名】 ３－宿泊旅行統計調査調査票（第３号様式） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）旅館、ホテル、簡易宿所、会社

団体の宿泊所を営む事業所（同伴施設を除く。）のうち、従業者数１００人

以上の事業所 （抽出枠）事業所母集団データベースの情報を基にしつつ、

都道府県への照会（旅館業法（昭和２３年法律第１３８号）に基づく許認可

情報等を活用）によって調査対象名簿を整備 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，０００／７０，０００ （配布）郵送 （取

集）郵送、オンライン （記入）自計 （把握時）毎月 （系統）国土交通

省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査対象月の翌月の１１日 

【調査事項】 １．宿泊施設のタイプ、２．１月１日現在の客室数及び収容人数、３．１

月１日現在の従業者数、４．宿泊目的別の割合、５．各月の延べ・実宿泊者

数、６．外国人述べ・実宿泊者数、７．各月の利用客室数、８．各月の延べ

宿泊者数の居住地別（都道府県別）の内訳、９．各月の外国人延べ宿泊者数

の国籍別内訳、１０．変動要因（自由記入）  
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【調査名】 エネルギー消費統計調査（平成２７年承認） 

【承認年月日】 平成２７年３月３日 

【実施機関】 経済産業省資源エネルギー庁長官官房総合政策課戦略企画室 

【目 的】 本調査は、我が国の産業部門・業務部門におけるエネルギー消費実態を産業

別・都道府県別に把握し、エネルギー・環境政策の企画・立案を図るための基礎

資料を得ることを目的とする。 

【沿 革】 平成１９年度調査（平成２０年４月実施）より実施。 

【調査の構成】 １－第１号調査票（ａ） ２－第１号調査票（ｂ） ３－第２号調査票 

４－第３号調査票 ５－第４号調査票 ６－第５号調査票 ７－第６号調

査票 ８－第７号調査票 

【公 表】 インターネット（調査実施年の翌年３月末） 

【備 考】 今回の変更は、調査対象の範囲（調査票８号９号削除）、報告を求めるために

用いる方法の変更等である。 

※ 

【調査票名】 １－第１号調査票（ａ） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の大分類「Ｅ

製造業」に属する従業者数９人以下の事業所（経済産業省特定業種石油等消

費統計調査の調査対象事業所を除く。）、並びに大分類「Ｇ情報通信業」、「Ｈ

運輸業，郵便業」（小分類「４２１鉄道業」を除く。）、「Ｉ卸売業，小売業」、

「Ｊ金融業，保険業」、「Ｋ不動産業，物品賃貸業」（小分類「６９２貸家業，

貸間業」及び「６９３駐車場業」のうち、個人経営の事業所を除く。）、「Ｌ

学術研究，専門・技術サービス業」、「Ｍ宿泊業，飲食サービス業」（細分類

「７５９９他に分類されない宿泊業」を除く。）、「Ｎ生活関連サービス業，

娯楽業」、「Ｏ教育，学習支援業」、「Ｐ医療，福祉」、「Ｑ複合サービス業」及

び「Ｒサービス業（他に分類されないもの）」に属する従業者数１９人以下

の事業所であって、第３号調査票～第７号調査票に該当しない事業所 （抽

出枠）事業所母集団データベース名簿を母集団とし、熱量換算エネルギー消

費量の合計が、産業別に、目標精度を達成するために必要な抽出数を設定し、

無作為に抽出した調査対象事業所のうち、後記⑤のビルオーナー等名簿に登

載されていない事業所を選定する。ただし、前年度調査までの結果、（常用

稼働していると判断した時価発電設備を所有・管理している事業所。）を基

に作成した自家発電設備名簿に登録されている事業所については全数調査

とする。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４０，０００／４，５００，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査実施年の前年４月

１日～調査実施年の３月末日 （系統）資源エネルギー庁－民間事業者－報
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告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年４月～６月１５日 

【調査事項】 １．調査対象所在地、事業所名、通称名、２．購入電力量又は受電量、３．

電力の契約会社及び契約種別、４．燃料消費量、燃料転換量、５．自家発電

設備の所有・管理状況、自家発電設備の稼働状況、自家発電量、自家発電の

販売・払出量、６．熱源の購入・受入量、熱源の発生・回収量、熱源の消費

量、熱源の販売・払出量、７．従業者数、延べ床面積、売上高・営業収入 

※ 

【調査票名】 ２－第１号調査票（ｂ） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の大分類「Ｅ

製造業」に属する従業者数１０人以上の事業所（経済産業省特定業種石油等

消費統計調査の調査対象事業所を除く。）、大分類「Ｆ電気・ガス・熱供給・

水道業」（小分類「３３１電気業」のうち発電所及び小分類「３４１ガス業」

のうちガス製造工場を除く。）に属する事業所並びに大分類「Ｇ情報通信業」、

「Ｈ運輸業，郵便業」（小分類「４２１鉄道業」を除く。）、「Ｉ卸売業，小売

業」、「Ｊ金融業，保険業」、「Ｋ不動産業，物品賃貸業」（小分類「６９２貸

家業，貸間業」及び「６９３駐車場業」のうち、個人経営の事業所を除く。）、

「Ｌ学術研究，専門・技術サービス業」、「Ｍ宿泊業，飲食サービス業」（細

分類「７５９９他に分類されない宿泊業」を除く。）、「Ｎ生活関連サービス

業，娯楽業」、「Ｏ教育，学習支援業」、「Ｐ医療，福祉」、「Ｑ複合サービス業」

及び「Ｒサービス業（他に分類されないもの）」に属する従業者数２０人以

上の事業所であって、第３号調査票～第７号調査票に該当しない事業所 

（抽出枠）事業所母集団データベース名簿を母集団とし、熱量換算エネルギ

ー消費量の合計が、産業別に、目標精度を達成するために必要な抽出数を設

定し、無作為に抽出した調査対象事業所のうち、後記⑤のビルオーナー等名

簿に登載されていない事業所を選定する。ただし、製造業は従業者数５０人

以上、非製造業は従業者数１００人以上の事業所、または、自家発電設備名

簿に登載されている事業所については全数調査とする。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）９５，０００／６００，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査実施年の前年４月１日

～調査実施年の３月末日 （系統）資源エネルギー庁－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年４月～６月１５日 

【調査事項】 １．調査対象所在地、事業所名、通称名、２．購入電力量又は受電量、３．

電力の契約会社及び契約種別、４．燃料消費量、燃料転換量、５．自家発電

設備の所有・管理状況、自家発電設備の稼働状況、自家発電量、自家発電の

販売・払出量、６．熱源の購入・受入量、熱源の発生・回収量、熱源の消費
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量、熱源の販売・払出量、７．従業者数、延べ床面積、売上高・営業収入 

※ 

【調査票名】 ３－第２号調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の大分類「Ａ

農業，林業」（小分類「０１１耕種農業」及び「０１２畜産農業」を除く。）、

「Ｂ漁業」、「Ｃ鉱業，採石業，砂利採取業」及び「Ｄ建設業」に属する事業

所であって、第３号調査票～第７号調査票に該当しない事業所 （抽出枠）

事業所母集団データベース名簿を母集団とし、熱量換算エネルギー消費量の

合計が、産業別に、目標精度を達成するために必要な抽出数を設定し、無作

為に抽出した調査対象事業所を選定する。ただし、従業者数１００人以上の

事業所、または、自家発電設備名簿に登載されている事業所については全数

調査とする。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１８，０００／６００，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査実施年の前年４月１日

～調査実施年の３月末日 （系統）資源エネルギー庁－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年４月～６月１５日 

【調査事項】 １．調査対象所在地、事業所名、通称名、２．購入電力量又は受電量、３．

電力の契約会社及び契約種別、４．燃料消費量、燃料転換量、５．自家発電

設備の所有・管理状況、自家発電設備の稼働状況、自家発電量、自家発電の

販売・払出量、６．熱源の購入・受入量、熱源の発生・回収量、熱源の消費

量、熱源の販売・払出量、７．従業者数、延べ床面積、売上高・営業収入 

※ 

【調査票名】 ４－第３号調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）国、地方公共団体に属する事業

所（公営事業所） （抽出枠）事業所母集団データベース名簿を母集団とし、

熱量換算エネルギー消費量の合計が、産業別に、目標精度を達成するために

必要な抽出数を設定し、無作為に抽出した調査対象事業所のうち、後記⑤の

ビルオーナー等名簿に登載されていない事業所を選定する。ただし、製造業

は従業者数５０人以上、非製造業は従業者数１００人以上の事業所、または、

自家発電設備名簿に登載されている事業所については全数調査とする。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１５，０００／１６０，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査実施年の前年４月１日

～調査実施年の３月末日 （系統）資源エネルギー庁－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年４月～６月１５日 

【調査事項】 １．調査対象所在地、事業所名、通称名、２．購入電力量又は受電量、３．

電力の契約会社及び契約種別、４．燃料消費量、燃料転換量、５．自家発電
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設備の所有・管理状況、自家発電設備の稼働状況、自家発電量、自家発電の

販売・払出量、６．熱源の購入・受入量、熱源の発生・回収量、熱源の消費

量、熱源の販売・払出量、７．従業者数、延べ床面積、売上高・営業収入 

※ 

【調査票名】 ５－第４号調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）前年度調査までの結果から、第

１号調査票、第２号調査票及び第３号調査票においてビルオーナー等がビ

ル・施設全体のエネルギーについて把握していると回答した事業所のビルオ

ーナー等のうち、民営のビルオーナー等 （抽出枠）事業所母集団データベ

ース名簿を母集団とし、熱量換算エネルギー消費量の合計が、産業別に、目

標精度を達成するために必要な抽出数を設定し、無作為に抽出した調査対象

事業所のうち、前年度調査までの結果（第１号調査票、第２号調査票及び第

３号調査票においてビルオーナー等がビル・施設全体のエネルギーについて

把握していると回答した事業所のビルオーナー等のうち、民営のビルオーナ

ー等）を基に作成したビルオーナー等名簿に登載されている事業所を選定し、

そのビルオーナー等を報告者とする。ただし、自家発電設備名簿に登載され

ているビルオーナー等については全数調査とする。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，６００ （配布）郵送 （取集）郵

送 （記入）自計 （把握時）調査実施年の前年４月１日～調査実施年の３

月末日 （系統）資源エネルギー庁－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年４月～６月１５日 

【調査事項】 １．調査対象所在地、事業所名、通称名、２．購入電力量又は受電量、３．

電力の契約会社及び契約種別、４．燃料消費量、燃料転換量、５．自家発電

設備の所有・管理状況、自家発電設備の稼働状況、自家発電量、自家発電の

販売・払出量、６．熱源の購入・受入量、熱源の発生・回収量、熱源の消費

量、熱源の販売・払出量、７．従業者数、延べ床面積、売上高・営業収入 

※ 

【調査票名】 ６－第５号調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）エネルギー使用の合理化に関す

る法律（以下「省エネ法」という。）に基づく定期報告の対象事業所（第１

種・第２種エネルギー管理指定工場）のうち、第３号調査票に該当しない事

業所のビルオーナー等 （抽出枠）エネルギー管理指定工場名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）調査実施年の前年４月１日～調査実施年の３月末日 

（系統）資源エネルギー庁－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年４月～６月１５日 
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【調査事項】 １．調査対象所在地、事業所名、通称名、２．購入電力量又は受電量、３．

電力の契約会社及び契約種別、４．燃料消費量、燃料転換量、５．自家発電

設備の所有・管理状況、自家発電設備の稼働状況、自家発電量、自家発電の

販売・払出量、６．熱源の購入・受入量、熱源の発生・回収量、熱源の消費

量、熱源の販売・払出量、７．従業者数、延べ床面積、売上高・営業収入 

※ 

【調査票名】 ７－第６号調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）省エネ法に基づく定期報告の対

象事業所（第１種・第２種エネルギー管理指定工場）のうち、ビル・施設を

除く事業所であって、第３号調査票及び第７号調査票に該当しない事業所 

（抽出枠）エネルギー管理指定工場名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）９，９００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）調査実施年の前年４月１日～調査実施年の３月末日 

（系統） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年４月～６月１５日 

【調査事項】 １．調査対象所在地、事業所名、通称名、２．購入電力量又は受電量、３．

電力の契約会社及び契約種別、４．燃料消費量、燃料転換量、５．自家発電

設備の所有・管理状況、自家発電設備の稼働状況、自家発電量、自家発電の

販売・払出量、６．熱源の購入・受入量、熱源の発生・回収量、熱源の消費

量、熱源の販売・払出量、７．従業者数、延べ床面積、売上高・営業収入 

※ 

【調査票名】 ８－第７号調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）熱供給事業法に基づく熱供給事

業者、省エネ法に基づく定期報告の対象事業所（第１種・第２種エネルギー

管理指定工場）のうち熱供給業を営む事業所及び前年度調査の結果から、熱

を発生かつ販売していると回答した事業所 （抽出枠）熱供給事業者名簿、

エネルギー管理指定工場名簿及び前年度調査の結果から、熱を発生かつ販売

していると回答した事業所名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１９０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）調査実施年の前年４月１日～調査実施年の３月末日 （系

統）資源エネルギー庁－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年４月～６月１５日 

【調査事項】 １．調査対象所在地、事業所名、通称名、２．購入電力量又は受電量、３．

電力の契約会社及び契約種別、４．燃料消費量、燃料転換量、５．自家発電

設備の所有・管理状況、自家発電設備の稼働状況、自家発電量、自家発電の

販売・払出量、６．熱源の購入・受入量、熱源の発生・回収量、熱源の消費
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量、熱源の販売・払出量、７．従業者数、延べ床面積、売上高・営業収入  

- 20 -



【調査名】 土地動態調査（平成２７年承認） 

【承認年月日】 平成２７年３月３日 

【実施機関】 国土交通省土地・建設産業局参事官（土地市場担当）付 

【目 的】 本調査は、企業の土地利用及び取引等の実態を把握し、土地に関する各種施

策の検討を行う際の基礎資料を得ることを目的とする。 

【沿 革】 平成２７年度調査より実施。 

【調査の構成】 １－土地動態調査 調査票 

【公 表】 インターネット（ｅ－Ｓｔａｔ）、印刷物 

※ 

【調査票名】 １－土地動態調査 調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）法人 （属性）資本金１億円以上の会社法人及び

相互会社 （抽出枠）法人・土地建物基本調査名簿、事業所母集団データベ

ース、民間の信用調査会社等ご保有する法人データ等 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２８，０００／３２，０００ （配布）

郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）

毎年１月１日現在、購入・売却の期間：調査基準日の前年１月１日～１２月

３１日 （系統）国土交通省－報告者 

【周期・期日】 （周期）年（法人土地・建物基本調査の実施年は除く） （実施期日）

毎年７月上旬～１０月上旬 

【調査事項】 １．法人について（組織形態、法人の本所・本社・本店の所在地等）、２．

土地の所有状況について（所有する土地の有無、土地の購入・売却の有無等）、

３．所有する土地について（所有する土地の都道府県別・資産別面積、未利

用地の面積）、４．土地の購入・売却の状況について（購入・売却した土地

の資産別面積、帳簿価格、区画数）  
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【調査名】 通信・放送産業動態調査（平成２７年承認） 

【承認年月日】 平成２７年３月６日 

【実施機関】 総務省情報通信国際戦略局情報通信政策課情報通信経済室 

【目 的】 本調査は、通信・放送産業を構成する電気通信業、放送業及び有線テレビジ

ョン放送業の活動を動態的に把握し、機動的な情報通信政策の企画推進に資する

とともに、通信・放送産業の健全な発展を図るための基礎資料とする。 

【沿 革】 本調査は、平成７年度から実施されているが、本調査とサービス産業動向調

査（総務省実施の一般統計調査）とは、調査対象となる事業所が重複する場合が

ある。そこで、重複排除及び報告者の負担軽減の観点から、平成２１年調査まで

は、両調査の対象となった事業所（重複対象事業所）用に別途調査票を作成し、

その中において「従業者の状況」を一括して把握していた。しかし、その後の両

調査間の調整により、「従業者の状況」については、サービス産業動向調査で把

握することになったため、平成２２年から重複対象事業所用の調査票が廃止され

た。 

【調査の構成】 １－通信・放送産業動態調査調査票（電気通信事業用） ２－通信・放

送産業動態調査調査票（放送事業用） ３－通信・放送産業動態調査調査

票（有線テレビジョン放送事業用） 

【公 表】 印刷物及びインターネット（調査票回収終了から概ね１か月後） 

【備 考】 今回の変更は、報告を求める者、報告を求める事項、報告を求めるために用

いる方法、集計事項の変更である。 

※ 

【調査票名】 １－通信・放送産業動態調査調査票（電気通信事業用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類に掲げる小分類

「固定電気通信業」、「移動電気通信業」を営む企業のうち以下を対象とする。

登録電気通信事業者（悉皆）、届出電気通信事業者（資本金及び出資金額３

０００万円以上の企業） （抽出枠）平成２５年報通信業基本調査の有効回

答企業のうち、売上高の上位約８０％の階層を全数調査し、残りは、資本金

を層化基準とした層化無作為抽出法により選定 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８０ （登録電気通信事業者３５／１９

０、届出電気通信事業者４５／２２０） （配布）オンライン （取集）オ

ンライン （記入）自計 （把握時）四半期末 （系統）総務省－民間事業

者－報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）調査票配布：６月 調査票回収：毎四半

期末月の翌月１０日 

【調査事項】 １．売上高の状況、２．業況の見通し 

※ 
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【調査票名】 ２－通信・放送産業動態調査調査票（放送事業用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類に掲げる小分類

「民間放送業」（有線放送業を除く）を営む企業 （抽出枠）平成２５年情

報通信業基本調査の有効回答企業のうち、売上高の上位約８０％の階層を全

数調査し、残りは、資本金を層化基準とした層化無作為抽出法により選定 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５４／２５０ （配布）オンライン （取

集）オンライン （記入）自計 （把握時）四半期末 （系統）総務省－民

間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）調査票配布：６月 調査票回収：毎四半

期末月の翌月１０日 

【調査事項】 １．売上高の状況、２．業況の見通し 

※ 

【調査票名】 ３－通信・放送産業動態調査調査票（有線テレビジョン放送事業用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類に掲げる細分類

「有線テレビジョン放送業」を営む企業のうち、資本金及び出資金額３００

０万円以上の企業 （抽出枠）平成２５年情報通信業基本調査の有効回答企

業のうち、売上高の上位約８０％の階層を全数調査し、残りは、資本金を層

化基準とした層化無作為抽出法により選定 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３０／２２０ （配布）オンライン （取

集）オンライン （記入）自計 （把握時）四半期末 （系統）総務省－民

間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）調査票配布：６月 調査票回収：毎四半

期末月の翌月１０日 

【調査事項】 １．売上高の状況、２．業況の見通し  

- 23 -



【調査名】 労使関係総合調査 （平成２７年承認） 

【承認年月日】 平成２７年３月６日 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部雇用・賃金福祉統計課 

【目 的】 本調査は、労使関係を含めた労働組合等の実態を総合的に把握し、労働行政

に資する資料を得ることを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、昭和２２年に実施された労働組合調査及び昭和２３年から毎年実

施されていた労働組合基本調査を前身とし、昭和５８年からは、昭和４７年及び

５２年に実施された労使コミュニケーション調査を統合して現在の名称となっ

たものである。本調査は、①労働組合基礎調査、②労働組合活動等に関する実態

調査、③労使間の交渉等に関する実態調査、④労使コミュニケーション調査の４

種類の調査から構成されており、①の労働組合基礎調査は毎年実施され、②～④

の３調査についてはローテーションにより実施されている。平成２７年調査とし

て、①の労働組合基礎調査と③の労使間の交渉等に関する実態調査を実施する。 

【調査の構成】 １－労働組合基礎調査票 ２－労働組合活動等に関する実態調査票 ３

－労使コミュニケーション調査票 （事業所用） ４－労使コミュニケー

ション調査票 （労働者用） ５－労使間の交渉等に関する実態調査票 

【公 表】 インターネット及び印刷物 （①概要：調査実施年の１２月中旬、詳細：調

査実施翌年の３月下旬、②～⑤概要：調査実施翌年の６月下旬、詳細：調査実施

翌年の 11月中旬） 

【備 考】 今回の変更は、調査対象の範囲及び報告を求める者の変更である。 

※ 

【調査票名】 １－労働組合基礎調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）労働組合 （属性）すべての産業の労働組合とす

る。（国家公務員法又は地方公務員法に規定する職員団体を含む。）ただし、

船員法（昭和２２年法律第１００号）第１条に規定する船員が主たる構成員

である労働組合については、船員単位労働組合基本調査（国土交通省）の結

果を利用する。 （抽出枠）平成２６年労使関係総合調査（労働組合基礎調

査）の結果 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６５，０００ （配布）郵送・その他（職員） 

（取集）郵送・オンライン・その他（職員） （記入）自計 （把握時）調

査実施年の６月３０日現在 （系統）厚生労働省－都道府県労政主管課－労

政主管事務所－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査実施年７月１日～７月２０日 

【調査事項】 １．労働組合の種類、２．存廃等区分、３．新設又は解散等の理由、４．

適用法規、５．労働組合の正式名称及び代表者の氏名、６．労働組合事務所

の所在地、７．男女別労働組合員数、８．直上組合の名称及び所在地、９．
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労働組合本部の名称及び所在地、１０．労働組合員が所属する事業所の主要

生産品名又は主要事業の内容、１１．企業の名称、１２．企業の全常用労働

者数、１３．加盟上部組合の組織系統、１４．構成組合の名称、所在地及び

労働組合員数（ただし、労働組合の種類によっては、一部の事項について調

査しない。） 

※ 

【調査票名】 ２－労働組合活動等に関する実態調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）労働組合 （属性）日本標準産業分類に掲げる次

の大分類に属する民営事業所における労働組合員３０人以上の労働組合（単

位組織組合並びに単一組織組合の支部等の単位扱組合及び本部組合） 「鉱

業，採石業，砂利採取業」、「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水

道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融業，保

険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿

泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業」、「教育、学習支援

業」、「医療、福祉」、「複合サービス事業」、「サービス業（他に分類されない

もの）」 （抽出枠）平成 24 年労使関係総合調査（労働組合基礎調査）の結

果を母集団とし、産業、労働組合員数規模別に層化無作為抽出により選定す

る。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，１００／２８，７００ （配布）郵

送・その他（職員） （取集）郵送・その他（職員） （記入）自計 （把

握時）平成２５年６月３０日現在 （系統）厚生労働省－都道府県労政主管

課－労政主管事務所－報告者 

【周期・期日】 （周期）２年又は３年 （実施期日）平成２５年７月１日～７月２０日 

【調査事項】 １．労働組合の属性に関する事項、（１）労働組合の種類、（２）労働組合

の組織率、（３）正社員以外の労働者の有無、（４）ユニオン・ショップ協定

の締結の有無、（５）別組合の有無、２．労使関係についての認識に関する

事項、（１）労使関係維持についての認識、３．労働組合役員に関する事項、 

（１）執行委員の人数、４．労働組合財政に関する事項、（１）１人平均月

間組合費、（２）組合費のチェック・オフの状況、５．正社員以外の労働者

に関する事項、（１）過去１年間における事項別話合いの状況、事項別労働

協約による規定の状況、（２）正社員以外の労働者への労働協約の適用状況、

６．個別労働問題への取組、７．就業形態別労働者・組合員の有無、組合加

入資格の有無、８．労働組合の組織拡大に関する事項、（１）重点課題とし

ての取組の有無、（２）就業形態別取組対象、特に重視する就業形態、（３）

就業形態別取組内容、（４）就業形態別組織化を進めていく上での問題点、（５）

組織拡大を重点課題として取組まない理由、９．メンタルヘルスに関する事
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項、（１）事項別取組状況、１０．賃金・退職給付制度の改定に関する事項、

（１）過去１年間における賃金・退職給付制度改定の有無、改定における組

合の関与の有無、関与の仕方、１１．企業組織の再編等に関する事項、（１）

過去３年間における企業組織の再編等の実施の有無、労働組合の関与の有無

及び関与の仕方、（２）企業組織の再編等について最初の話合い時期、時期

に対する評価、（３）企業組織の再編等についての話合いに対する認識、（４）

企業組織の再編等に伴う人員削減の有無、再就職支援の有無、（５）企業組

織の再編等に伴う労働協約の承継についての話合い事項及び話合いにより

合意がなされた事項、（６）企業組織の再編等に伴う労働協約の承継につい

ての話合い状況、１２．中間組織に関する事項について、（１）中間組織の

有無、（２）中間組織の性質、（３）中間組織が使用者側と話合いを行う権限

の有無、（４）中間組織の労働協約締結権の有無、（５）中間組織における組

織拡大についての活動の有無、活動の内容 

※ 

【調査票名】 ３－労使コミュニケーション調査票 （事業所用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる次の

大分類に属する、常用労働者を３０人以上雇用している民営事業所。「鉱業，

採石業，砂利採取業」、「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、

「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、

「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，

飲食サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業」、「教育，学習支援業」、「医

療，福祉」、「複合サービス事業」、「サービス業（他に分類されないもの）」 

（抽出枠）平成２４年経済センサス－活動調査を母集団とし、産業、事業所

規模別に層化無作為抽出する。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，５００／２７０，２００ （配布）

郵送・その他（職員） （取集）郵送・その他（職員） （記入）自計 （把

握時）平成２６年６月３０日 （系統）厚生労働省－都道府県労政主管課－

労政主管事務所－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２６年７月１日～７月２０日 

【調査事項】 １．事業所の属性に関する事項（１）事業所が属する企業規模、（２）事

業所の常用労働者数、（３）正社員以外の労働者の有無、（４）労働組合の有

無、２．労使コミュニケーション全般に関する事項、（１）労使コミュニケ

ーションを重視する内容、（２）労働条件の個別的決定の対象となる労働者

割合の増減、３．労使協議機関に関する事項、（１）労使協議機関の有無、（２）

労使協議機関の設置の根拠、（３）下部組織としての専門委員会の有無及び

取り扱う事項、（４）労使協議機関の開催形態、（５）正社員以外の労働者の
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従業員代表の有無及び従業員代表の労働者の就業形態、（６）労使協議機関

に付議する事項、（７）労使協議機関の成果の有無及び成果の内容、４．職

場懇談会に関する事項、（１）職場懇談会の有無及び開催の有無、（２）職場

懇談会における話合い事項、（３）職場懇談会の成果の有無及び成果の内容、

（４）正社員以外の労働者の参加の有無及び参加した労働者の就業形態、５．

苦情処理に関する事項、（１）苦情処理機関の有無及び種類、（２）正社員以

外の労働者の苦情処理機関利用資格の有無及び利用資格がある労働者の就

業形態、（３）苦情処理機関の利用の有無及び解決状況、（４）苦情の内容、

６．外部の機関等の利用に関する事項、（１）外部機関等の利用の有無及び

利用した機関の種類、（２）今後の外部の機関等の利用の有無及び利用しな

い理由、７．労使関係についての認識、（１）労使関係についての認識 

※ 

【調査票名】 ４－労使コミュニケーション調査票 （労働者用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）日本標準産業分類に掲げる次の大

分類に属する、常用労働者を３０人以上雇用している民営事業所に雇用され

る常用労働者。「鉱業，採石業，砂利採取業」、「建設業」、「製造業」、「電気・

ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売

業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術

サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業」、

「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、「複合サービス事業」、「サービス業（他

に分類されないもの）」 （抽出枠）事業所調査の調査対象事業所を産業、

事業所規模別に層化し抽出した事業所において雇用されている労働者 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，４００／２５，２０９，２００ （配

布）郵送・その他（職員） （取集）郵送・その他（職員） （記入）自計 

（把握時）平成２６年６月３０日現在 （系統）厚生労働省－都道府県労政

主管課－労政主管事務所－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２６年７月１日～７月２０日 

【調査事項】 １．個人の属性に関する事項（１）性別、（２）年齢階級、（３）勤続年数

階級、（４）職種、（５）就業形態、（６）役職、２．労使コミュニケーショ

ン全般に関する事項（１）労使コミュニケーションの良好度、（２）労使コ

ミュニケーションを重視する内容、３．労働組合に関する意識（１）労働組

合の有無及び加入状況、（２）労働組合の必要度及び労使コミュニケーショ

ンにおいて期待する役割、（３）企業外の労働組合への加入の有無、４．労

使協議機関に関する事項（１）労使協議機関の有無、（２）労使協議機関の

協議内容等の認知方法、（３）労使協議機関の協議内容等の認知の程度、５．

個人の処遇等に関する事項（１）不平や不満の伝達の有無、（２）不平や不
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満の内容、（３）不平や不満の伝達方法、（４）不平や不満の伝達結果、（５）

不平や不満を伝達しなかった理由 

※ 

【調査票名】 ５－労使間の交渉等に関する実態調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）労働組合 （属性）日本標準産業分類（平成２５

年１０月改定）に掲げる次の大分類に属する民営事業所における労働組合員

３０人以上の労働組合（単位組織組合及び単一組織組合（本部組合、連合扱

組合及び単位扱組合）「鉱業，採石業，砂利採取業」、「建設業」、「製造業」、

「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売

業，小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専

門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，

娯楽業」、「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、「複合サービス事業」、「サー

ビス業（他に分類されないもの）」 （抽出枠）平成２６年労使関係総合調

査（労働組合基礎調査）の結果を母集団とし、産業、労働組合員数規模別に

層化無作為抽出により選定する。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，２００／２８，８００ （配布）郵

送・その他（都道府県労政主管課及び労政主管事務所の職員）） （取集）

郵送・その他（都道府県労政主管課及び労政主管事務所の職員）） （記入）

自計 （把握時）平成２７年６月３０日現在 （系統）厚生労働省－都道府

県労政主管課－労政主管事務所－報告者 

【周期・期日】 （周期）２年又は３年 （実施期日）平成２７年７月１日～７月２０日 

【調査事項】 １．労働組合の属性に関する事項、（１）労働組合の種類、（２）企業外上

部組織（産業別組織）加盟の有無、（３）企業外上部組織（地域別組織）加

盟の有無、（４）労使協議機関の有無、（５）苦情処理機関の有無、（６）労

働組合の組織率階級、（７）別組織の有無、（８）正社員以外の労働者の有無

及び比率階級、２．労使関係についての認識に関する事項、（１）労使関係

維持についての認識、３．正社員以外の労働者に関する事項、（１）過去１

年間における事項別話合いの状況、事項別労働協約の規定の有無、（２）正

社員以外の労働者への労働協約の適用状況、４．団体交渉に関する事項、（１）

過去３年間における団体交渉の実施の有無、１年平均交渉回数、１回平均所

要時間、交渉形態、（２）過去３年間に団体交渉が行われなかった場合、そ

の理由、５．労働争議に関する事項、（１）争議行為開始の際の予告に関す

る取決めの有無、予告方法、予告期間及び予告内容、６．労働組合の組織状

況に関する事項、（１）就業形態別労働者・組合員の有無、組合加入資格の

有無、７．労働協約の締結状況に関する事項、（１）労働協約の締結の有無、

（２）労働協約の締結主体、（３）労働協約の周知方法、（４）包括協約の有
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無、（５）包括協約の有効期間の定めの有無及び有効期間、（６）包括協約の

自動延長規定、自動更新規定の有無、（７）組合組織、組合活動、団体交渉

及び労働争議に関する各事項についての労働協約の規定の有無、８．労働協

約の承継に関する事項、（１）過去３年間における企業組織の再編等の実施

の有無、（２）企業組織の再編等に伴う労働協約の承継についての話合い状

況、（３）企業組織の再編等に伴う労働協約の承継についての話合い事項及

び話合いにより合意がなされた事項、９．退職給付制度の改定に関する事項、

（１）過去１年間における退職給付制度の改定事項別実施の有無、改定にお

ける組合の関与の有無、 関与の仕方、１０．労使間交渉事項等に関する事

項、（１）過去３年間における事項別労使間の交渉の状況、事項別労働協約

改定等の状況  
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【調査名】 純粋持株会社実態調査（平成２７年承認） 

【承認年月日】 平成２７年３月１２日 

【実施機関】 経済産業省大臣官房調査統計グループ企業統計室 

【目 的】 本調査は、我が国の純粋持株会社の活動の実態を明らかにし、純粋持株会社

に関する施策の基礎資料を得ることを目的とする。 

【沿 革】 平成２７年度調査において、１回限りで承認。 

【調査の構成】 １－純粋持株会社実態調査票 

【公 表】 インターネット／印刷物 

※ 

【調査票名】 １－純粋持株会社実態調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）他の会社の株式を所有することに

より、当該会社の活動を支配することを主たる事業とする企業 （抽出枠）

平成２６年純粋持株会社実態調査結果名簿を基本とし、事業所母集団データ

ベース等をもとに補正して母集団名簿を作成する。 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，１００ （配布）郵送 （取集）郵送・オ

ンライン （記入）自計 （把握時）平成２７年３月末日現在（一部の項目

については、平成２６年４月１日から平成２７年３月末日までの１年間） 

（系統）経済産業省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２７年６月１６日～８月１５日 

【調査事項】 １－純粋持株会社（単体）の概要、２－純粋持株会社（単体）の業務内容

及び従業者数、３－純粋持株会社（単体）の子会社・関連会社の保有数と増

減、４－子会社・関連会社への金融機能の実態、５－純粋持株会社（単体）

の資産・負債とグループとの関係、６－産業財産権の保有状況・管理体制、

７－役員数及び企業統治、８－売上高・営業収益、９－グループ全体として

見た場合の事業内容の区分  
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【調査名】 社会保障・人口問題基本調査（平成２７年承認） 

【承認年月日】 平成２７年３月１３日 

【実施機関】 厚生労働省 国立社会保障・人口問題研究所 人口動向研究部 

【目 的】 本調査は、わが国の社会保障及び人口問題に関する事項について調査し、社

会保障及び人口問題に関する研究のための分析を行うとともに、厚生労働行政等

における各種の施策に資する基礎資料を提供することを目的としている。調査は、

「生活と支え合いに関する調査」、「全国家庭動向調査」、「世帯動態調査」、「出生

動向基本調査」及び「人口移動調査」の５つの調査で構成され、５年のローテー

ションで実施されている。このうち、「出生動向基本調査」は、他の公的統計で

は把握することのできないわが国の結婚過程ならびに夫婦の出生力に関する実

態と背景を定時的、継続的に調査・計測し、次世代育成支援をはじめとする関連

諸施策ならびに将来人口推計に必要な基礎資料を提供することを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、厚生労働省（国立社会保障・人口問題研究所）が、その所掌する

分野の分析を行うための調査として、従前、テーマローテーションで行っていた

５調査について、「社会保障・人口問題基本調査」という名称を冠し、それぞれ

の調査ごとに個別に統計報告調整法（昭和２７年法律第１４８号）に基づく統計

報告の徴集（承認統計調査）として、実施していたものである。平成２３年調査

から、これらの５調査を、一つの調査名の下に位置付けるために設けられた新た

な調査名（社会保障・人口問題基本調査）の下で調査の体系の見直しを行った。

平成２７年度は、「出生動向基本調査」を実施する。 

【調査の構成】 １－人口移動調査調査票 ２－生活と支え合いに関する調査（世帯票）（個

人票） ３－全国家庭動向調査世帯調査票 ４－世帯動態調査調査票 ５

－出生動向基本調査票（夫婦用）（独身用） 

【公 表】 印刷物及びインターネット（出生動態基本調査：概要（平成２８年６月）、報

告書（平成２９年３月）） 

【備 考】 今回の変更は、報告を求める者及び報告を求める事項の変更である。 

※ 

【調査票名】 １－人口移動調査調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）平成２３年度国民生活基礎調査の

調査地区から抽出した３００地区内のすべての世帯及び世帯員 （抽出枠）

平成２３年度国民生活基礎調査世帯名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１５，０００／４９，０００，０００ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）平成２３年７月１

日 （系統）厚生労働省－都道府県－（保健所を設置する市・特別区）－保

健所－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２３年６月中旬～７月下旬 
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【調査事項】 １．世帯及び世帯員の属性等、２．世帯主及び世帯員の居住歴、３．世帯

主及び世帯員の過去（５年前及び１年前）の居住地及び将来（５年後）の居

住地域（見直し）、４．世帯主・配偶者の離家経験、５．世帯主・配偶者の

別の世帯にいる親の居住地、６．世帯主の別の世帯にいる子の属性、７．出

生地及び現住地 

※ 

【調査票名】 ２－生活と支え合いに関する調査（世帯票） 

【調査対象】 （地域）全国（ただし、東日本大震災の影響により、福島県の全域を除く。） 

（単位）世帯 （属性）平成２４年度国民生活基礎調査の調査地区から抽出

した３００地区内のすべての世帯及び２０歳以上の世帯員 （抽出枠）平成

２４年度国民生活基礎調査世帯名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１５，０００／４９，０００，０００ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）平成２４年７月１

日 （系統）厚生労働省－都道府県－（保健所を設置する市・特別区）－保

健所－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年６月中旬～７月上旬 

【調査事項】 １．世帯の属性、２．世帯主および世帯員の社会保障制度とのかかわり、

３．世帯主および世帯員の家族・コミュニティ等の相互扶助に関する意識と

実態の事項、４．世帯主および世帯員の職歴等の事項、５．世帯主および世

帯員の生活状況に関する事項、等 

※ 

【調査票名】 ２－生活と支え合いに関する調査（個人票） 

【調査対象】 （地域）全国（ただし、東日本大震災の影響により、福島県の全域を除く。） 

（単位）個人 （属性）平成２４年度国民生活基礎調査の調査地区から抽出

した３００地区内のすべての世帯及び２０歳以上の世帯員 （抽出枠）平成

２４年度国民生活基礎調査世帯名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１５，０００／４９，０００，０００ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）平成２４年７月１

日 （系統）厚生労働省－都道府県－（保健所を設置する市・特別区）－保

健所－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２４年６月中旬～７月上旬 

【調査事項】 １．個人の属性（性、年齢、兄弟の有無）、２．就業状態、就業希望、３．

同居・別居の理由、過去の同別居、４．結婚の経験、子供の有無、学歴、年

間収入、５．両親への支援、子供の費用、６．生活水準 

※ 

【調査票名】 ３－全国家庭動向調査世帯調査票 
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【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）平成２５年度国民生活基礎調査の

調査地区から抽出した３００地区内のすべての世帯及び世帯員 （抽出枠）

平成２５年度国民生活基礎調査世帯名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１５，０００／４９，０００，０００ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）平成２５年７月１

日 （系統）厚生労働省－都道府県－（保健所を設置する市・特別区）－保

健所－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２５年６月中旬～７月中旬 

【調査事項】 １．世帯の構成（世帯の人数、報告者からみた世帯員各自との続柄等、結

婚経験の女性の有無、報告者の婚姻関係）、２．夫婦の生年月日、兄弟姉妹

数、健康状態、最終学歴、３．仕事の有無、仕事に就いた時期、勤め先の規

模、雇用保険または共済組合への加入について、通勤時間、労働時間、家を

出る時間、帰宅する時刻、４．はじめての仕事について（従業上の地位、従

業先規模、仕事に就いた時期、現在も続けているか、新しい仕事について）、

６．現在の結婚について（結婚生活をはじめた年月、婚姻届の有無、名乗っ

ていた姓、夫妻の初再婚の別、結婚することが決まった時の仕事について等）、

７．子どもに関する事項（子どもの人数・生年月日・性別、子どもとの同居

等の状況）、８．出産と仕事のかかわり方について、９．１８歳以上の子ど

もについて、１０、両親について（親の生年月日・学歴・就業状況、現在の

状況、親の生存状況、現在の仕事、親との会話頻度、交通手段、親に対する

手伝い・世話の状況、親への経済的支援の状況）、１１．親の要介護度、親

に対する介護の状況、現在の入院・入所の状況、１２．介護と仕事のかかわ

りについて、１３．相談や手助けを頼んだかどうか（出産・育児・介護・経

済面・子育て・夫婦について）、１４．出産・育児や介護での不安や苦労、

１５．家庭機能の実態、変化要因他 

※ 

【調査票名】 ４－世帯動態調査調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）平成２６年度国民生活基礎調査の

調査地区から抽出した３００地区内のすべての世帯及び世帯員 （抽出枠）

平成２６年度国民生活基礎調査世帯名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１５，０００／５２，０００，０００ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）平成２６年７月１

日 （系統）厚生労働省－都道府県－（保健所を設置する市・特別区）－保

健所－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２６年６月中旬～７月中旬 

【調査事項】 １．世帯の属性と変化に関する事項、２．ライフコース・イベントと世帯
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内地位の変化、３．親の基本属性と居住関係、４．子の基本属性と居住関係 

※ 

【調査票名】 ５－出生動向基本調査票（夫婦用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）調査区内に居住する妻の年齢５０

歳未満の夫婦 （抽出枠）平成２７年度国民生活基礎調査の標本を親標本と

し、そのなかから無作為に９００調査区を選定し、各地区内の該当する夫婦 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７，８００／１２，６８０，０００組 （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）平成２７年６月１

日 （系統）厚生労働省－都道府県－（保健所を設置する市・特別区）－保

健所－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２７年６月中旬～７月中旬 

【調査事項】 １．夫婦（及び両親）の人口学的・社会経済的属性 （夫婦の出生年月、

夫婦の学歴、夫婦の職歴、夫婦の現在の仕事と収入、今後の仕事と収入の見

通し、両親の出生年、両親との同別居、夫婦の兄弟姉妹数）、２．夫婦の結

婚過程に関する事項 （結婚年月（生活を始めた、届け出）、初再婚の別、

夫婦の出会い・婚約時期、同棲期間、夫婦の出会いのきっかけ、結婚を決め

たきっかけ）、３．夫婦の妊娠・出産・健康に関する事項 （夫婦の子ども

数、夫婦の妊娠・出産歴、理想子ども数、追加予定子ども数、希望時期、予

定子ども数、持つつもりの子ども数を実現できない原因、理想子ども数を持

てない理由、不妊の悩み、不妊治療経験、以前の結婚の子ども数と出生年月、

再婚経験者の初婚・離死別の時期）、４．妻の就業と出産・子育てに関する

事項 （子どもを持ったときの妻の就労状況）、５．出産後の保育環境・保

育資源に関する事項 （育児期の両親との同別居・手助け状況、育児期の制

度・施設の利用状況・居住地）、６．妻の結婚・子ども・家族に関する意識

（家族形成に関する考え方）、７．出産後の職業に関する事項 （結婚をし

ている女性で仕事をしていない女性の就業希望、結婚をしている末子出産後

の就業の有無 等） 

※ 

【調査票名】 ５－出生動向基本調査票（独身用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）調査区内に居住する妻の年齢５０

歳未満の夫婦 （抽出枠）平成２７年度国民生活基礎調査の標本を親標本と

し、そのなかから無作為に９００調査区を選定し、各地区内の該当する独身

の男女 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１２，７００／２５，１３０，０００人 

（配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）平成２７年６

月１日 （系統）厚生労働省－都道府県－（保健所を設置する市・特別区）
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－保健所－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２７年６月中旬～７月中旬 

【調査事項】 １．独身者（及び両親）の人口学的・社会経済的属性 （出生年月、性別、

学歴、本人・両親の仕事、現在の仕事と収入、今後の仕事と収入の見通し、

両親の出生年、両親との同別居、両親の学歴、兄弟姉妹数）、２．結婚への

意欲・態度及びその背景に関する事項 （結婚の利点、独身の利点、結婚へ

の不安、結婚意欲、結婚の条件、結婚への障害、独身でいる理由）、３．異

性関係・パートナーシップに関する事項 （結婚経験、初婚時期、離死別時

期、性交渉経験、同棲経験・期間、子ども数、希望子ども数、異性との交際

状況・希望、交際相手との出会い（時期・きっかけ・相手の状況）、４．ラ

イフコースに対する考え方 （将来のライフコース）、５．結婚・子ども・

家族に関する意識 （家族形成に関する考え方、生活スタイル）、６．結婚

の意思がない独身者の背景に関する事項 （以前の結婚意思、結婚意思変化

の可能性）  
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【調査名】 大学・短期大学・高等専門学校におけるインターンシップ実施状況

等調査（平成２７年承認） 

【承認年月日】 平成２７年３月２５日 

【実施機関】 文部科学省 高等教育局 専門教育課 

【目 的】 本調査は、大学等のインターンシップ実施に関する各種データを収集するこ

とで、インターンシップの推進に関する施策の企画・立案等を行うことを目的と

する。 

【沿 革】 平成２７年度調査において、１回限りで承認。 

【調査の構成】 １－大学・短期大学・高等専門学校におけるインターンシップ実施状況

等調査票 

【公 表】 インターネット 

※ 

【調査票名】 １－大学・短期大学・高等専門学校におけるインターンシップ実施状況等

調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）大学、大学院、短期大学、高等専

門学校 （抽出枠）大学、大学院、短期大学、高等専門学校 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１１９０校 （大学・大学院７８１校、短期大

学３５２校、高等専門学校５７校） （配布）オンライン （取集）オンラ

イン （記入）自計 （把握時）平成２６年４月１日から平成２７年３月３

１日まで （系統）文部科学省－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２７年７月中旬～８月末 

【調査事項】 １．大学等におけるインターンシップ実施の有無、２．国内インターンシ

ップの実施状況の内容、３．海外インターンシップの実施状況の内容  
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【調査名】 職種別民間給与実態調査（平成２７年承認） 

【承認年月日】 平成２７年３月２７日 

【実施機関】 人事院事務総局給与局給与第一課 

【目 的】 本調査は、適正な公務員給与の検討を行うための基礎資料として、公務と共

通する職務に従事する民間事業所の従業員に係る給与の実態を把握することを

目的とする。 

【沿 革】 昭和２３年７月に第１回が行われ、毎年１回（昭和２５年のみ２回）実施さ

れている。昭和３９年までは事業所規模５０人以上を調査対象としていたが、経

済成長による民間企業の規模構成の変化等に応じ、昭和４０年以降は、事業所規

模５０人以上かつ企業規模１００人以上を対象に調査している。その後、平成１

８年以降は企業規模を従業員５０人以上に引き下げて調査を実施している。なお、

本調査は、旧統計法下では「届出統計調査」として扱われてきたが、統計法の全

部改正により、一般統計調査として扱われることになった。 

【調査の構成】 １－事業所票（１）、２－事業所票（２）、３－初任給調査票、４－個人

票 

【公 表】 インターネット及び印刷物（概要：調査実施年の８月、詳細：調査実施年の

１０月） 

【備 考】 今回の変更は、報告を求める事項及び報告を求める者の一部を変更するもの

である。 

※ 

【調査票名】 １－事業所票（１） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）毎年４月分の最終給与締切日現

在において、次の①及び②に掲げる条件をいずれも満たす事業所。①企業規

模が従業員５０人以上であり、かつ、事業所規模が従業員５０人以上の事業

所。ただし、次の経営形態のものを除く。（１）政府機関及びその関係機関、

（２）地方公共団体及びその関係機関、（３）大使館・領事館及び国際連合

等の関係機関、（４）企業組合等、②日本標準産業分類の次の大分類に該当

するもの。「農業，林業」、「漁業」、「鉱業，採石業，砂利採取業」、「建設業」、

「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便

業」、「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学

術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サ

ービス業，娯楽業」、「教育，学習支援業」、「医療、福祉」、「複合サービス事

業（中分類の「郵便局」に分類されるものを除く。）」、「サービス業（中分類

の「宗教」及び「外国公務」に分類されるものを除く。）」 （抽出枠）職種

別民間給与実態調査対象事業所管理名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１２，３００／５４，９００ （配布）
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職員 （取集）職員 （記入）他計 （把握時）調査年４月分の最終給与締

切日現在（給与・賞与・手当については、４月遡及改定を含む。） （系統）

人事院－人事院地方事務局（所）及び都道府県・政令指定都市・特別区・和

歌山市人事委員会－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年５月１日～同年６月中旬 

【調査事項】 １．事業所名、２．賞与及び臨時給与の支給従業員数及び支給総額（調査

の前年８月から調査実施年の７月までの状況）、３．「２」の該当月及び調査

実施年４月の決まって支給する給与の支給従業員数及び支給総額 

※ 

【調査票名】 ２－事業所票（２） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）毎年４月分の最終給与締切日現

在において、次の①及び②に掲げる条件をいずれも満たす事業所。①企業規

模が従業員５０人以上であり、かつ、事業所規模が従業員５０人以上の事業

所。ただし、次の経営形態のものを除く。（１）政府機関及びその関係機関、

（２）地方公共団体及びその関係機関、（３）大使館・領事館及び国際連合

等の関係機関、（４）企業組合等、②日本標準産業分類の次の大分類に該当

するもの。「農業，林業」、「漁業」、「鉱業，採石業，砂利採取業」、「建設業」、

「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便

業」、「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学

術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サ

ービス業，娯楽業」、「教育，学習支援業」、「医療、福祉」、「複合サービス事

業（中分類の「郵便局」に分類されるものを除く。）」、「サービス業（中分類

の「宗教」及び「外国公務」に分類されるものを除く。）」 （抽出枠）職種

別民間給与実態調査対象事業所管理名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１２，３００／５４，９００ （配布）

職員 （取集）職員 （記入）他計 （把握時）調査年４月分の最終給与締

切日現在（給与・賞与・手当については、４月遡及改定を含む。） （系統）

人事院－人事院地方事務局（所）及び都道府県・政令指定都市・特別区・和

歌山市人事委員会－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年５月１日～同年６月中旬 

【調査事項】 １．本年の給与改定及び賞与の支給の状況等、２．住宅手当の支給状況等、

３．時間外労働の割増賃金率の状況、４．家族手当の支給状況、５．定年退

職後の継続雇用制度等の状況 

※ 

【調査票名】 ３－初任給調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）毎年４月分の最終給与締切日現
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在において、次の①及び②に掲げる条件をいずれも満たす事業所。①企業規

模が従業員５０人以上であり、かつ、事業所規模が従業員５０人以上の事業

所。ただし、次の経営形態のものを除く。（１）政府機関及びその関係機関、

（２）地方公共団体及びその関係機関、（３）大使館・領事館及び国際連合

等の関係機関、（４）企業組合等、②日本標準産業分類の次の大分類に該当

するもの。「農業，林業」、「漁業」、「鉱業，採石業，砂利採取業」、「建設業」、

「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便

業」、「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学

術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サ

ービス業，娯楽業」、「教育，学習支援業」、「医療、福祉」、「複合サービス事

業（中分類の「郵便局」に分類されるものを除く。）」、「サービス業（中分類

の「宗教」及び「外国公務」に分類されるものを除く。）」 （抽出枠）職種

別民間給与実態調査対象事業所管理名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１２，３００／５４，９００ （配布）

職員 （取集）職員 （記入）他計 （把握時）調査年４月分の最終給与締

切日現在（給与・賞与・手当については、４月遡及改定を含む。） （系統）

人事院－人事院地方事務局（所）及び都道府県・政令指定都市・特別区・和

歌山市人事委員会－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年５月１日～同年６月中旬 

【調査事項】 １．本年の採用状況、２．職種別・学歴別の採用者数及び初任給月額 

※ 

【調査票名】 ４－個人票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）毎年４月分の最終給与締切日現

在において、次の①及び②に掲げる条件をいずれも満たす事業所。①企業規

模が従業員５０人以上であり、かつ、事業所規模が従業員５０人以上の事業

所。ただし、次の経営形態のものを除く。（１）政府機関及びその関係機関、

（２）地方公共団体及びその関係機関、（３）大使館・領事館及び国際連合

等の関係機関、（４）企業組合等、②日本標準産業分類の次の大分類に該当

するもの。「農業，林業」、「漁業」、「鉱業，採石業，砂利採取業」、「建設業」、

「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便

業」、「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学

術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サ

ービス業，娯楽業」、「教育，学習支援業」、「医療、福祉」、「複合サービス事

業（中分類の「郵便局」に分類されるものを除く。）」、「サービス業（中分類

の「宗教」及び「外国公務」に分類されるものを除く。）」 （抽出枠）職種

別民間給与実態調査対象事業所管理名簿 
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【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１２，３００／５４，９００ （配布）

職員 （取集）職員 （記入）他計 （把握時）調査年４月分の最終給与締

切日現在（給与・賞与・手当については、４月遡及改定を含む。） （系統）

人事院－人事院地方事務局（所）及び都道府県・政令指定都市・特別区・和

歌山市人事委員会－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年５月１日～同年６月中旬 

【調査事項】 個々の従業員に係る以下の事項 １．年齢、学歴、性、２．きまって支給

する給与総額、３．時間外手当額、４．通勤手当額  
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【調査名】 介護サービス施設・事業所調査（平成２７年承認） 

【承認年月日】 平成２７年３月３０日 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部人口動態・保健社会統計課社会統計室 

【目 的】 本調査は、全国の介護サービスの提供体制、提供内容等を把握することによ

り、介護サービスの提供面に着目した基盤整備に関する基礎資料を得ることを目

的とする。 

【沿 革】 本調査は、統計報告調整法に基づく統計報告の徴集として、平成１２年から

毎年実施されている。平成２４年度には、地方公共団体を報告者とする施設基本

票及び事業所基本票が追加された。 

【調査の構成】 １－施設基本票 ２－事業所基本票 ３－介護老人福祉施設・地域密着

型介護老人福祉施設票 ４－介護老人保健施設票 ５－介護療養型医療施

設票 ６－訪問看護ステーション票 ７－居宅サービス事業所（福祉関係）

票 ８－地域密着型サービス事業所票 ９－居宅サービス事業所（医療関

係）票 

【公 表】 インターネット及び印刷物（調査実施年の翌年９月下旬） 

【備 考】 今回の変更は、調査対象の範囲、報告を求める事項、報告を求める者等の一

部を変更するものである。 

※ 

【調査票名】 １－施設基本票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）都道府県 （属性）都道府県 （抽出枠）都道府

県 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４７ （配布）オンライン （取集）オンライ

ン （記入）自計 （把握時）毎年１０月１日現在 （系統）厚生労働省－

報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年８月下旬～１０月上旬 

【調査事項】 １．法人名、２．施設名、３．所在地、４．活動状況、５．介護保険施設

の定員等 

※ 

【調査票名】 ２－事業所基本票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）都道府県 （属性）都道府県 （抽出枠）都道府

県 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４７ （配布）オンライン （取集）オンライ

ン （記入）自計 （把握時）毎年１０月１日現在 （系統）厚生労働省－

報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年８月下旬～１０月上旬 

【調査事項】 １．法人名、２．事業所名、３．所在地、４．活動状況等 
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※ 

【調査票名】 ３－介護老人福祉施設・地域密着型介護老人福祉施設票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）介護老人福祉施設、地域密着型

介護老人福祉施設 （抽出枠）都道府県から提出された情報を基に作成した

調査対象名簿を用いるとともに、新設された施設・事業所については、基本

票で把握する。 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）９，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）毎年１０月１日現在（項目によって、９月末日現在、

９月中の実績等） （系統）厚生労働省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年９月下旬～１２月上旬 

【調査事項】 １．開設主体及び経営主体、２．居室の状況、３．居住費の状況、４．施

設サービスの状況、５．従事者数等 

※ 

【調査票名】 ４－介護老人保健施設票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）介護老人保健施設 （抽出枠）

都道府県から提出された情報を基に作成した調査対象名簿を用いるととも

に、新設された施設・事業所については、基本票で把握する。 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４，１００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）毎年１０月１日現在（項目によって、９月末日現在、

９月中の実績等） （系統）厚生労働省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年９月下旬～１２月上旬 

【調査事項】 １．開設主体、２．療養室の状況、３．居住費の状況、４．施設サービス

の状況、５．従事者数等 

※ 

【調査票名】 ５－介護療養型医療施設票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）介護療養型医療施設 （抽出枠）

都道府県から提出された情報を基に作成した調査対象名簿を用いるととも

に、新設された施設・事業所については、基本票で把握する。 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，５００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）毎年１０月１日現在（項目によって、９月末日現在、

９月中の実績等） （系統）厚生労働省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年９月下旬～１２月上旬 

【調査事項】 １．開設主体、２．病室の状況、３．居住費の状況、４．施設サービスの

状況、５．従事者数等 

※ 

【調査票名】 ６－訪問看護ステーション票 
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【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）訪問看護ステーション（介護予

防を含む。） （抽出枠）都道府県から提出された情報を基に作成した調査

対象名簿を用いるとともに、新設された施設・事業所については、基本票で

把握する。 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０，３００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）毎年１０月１日現在（項目によって、９月末日現在、

９月中の実績等） （系統）厚生労働省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年９月下旬～１２月上旬 

【調査事項】 １．開設主体、２．加算等の届出の状況、３．９月中のサービスの提供状

況、４．９月中の利用者、５．従事者数等 

※ 

【調査票名】 ７－居宅サービス事業所（福祉関係）票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）通所介護事業所（介護予防を含

む。）、短期入所生活介護事業所（介護予防を含む。）、特定施設入居者生活介

護事業所（介護予防を含む。）、訪問介護事業所（介護予防を含む。）、訪問入

浴介護事業所（介護予防を含む。）、福祉用具貸与事業所（介護予防を含む。）、

特定福祉用具販売事業所（介護予防を含む。）、介護予防支援事業所、居宅介

護支援事業所 （抽出枠）都道府県から提出された情報を基に作成した調査

対象名簿を用いるとともに、新設された施設・事業所については、基本票で

把握する。 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１１３，６００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）毎年１０月１日現在（項目によって、９月末日現

在、９月中の実績等） （系統）厚生労働省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年９月下旬～１２月上旬 

【調査事項】 １．経営主体、２．サービスの提供状況、３．従事者数等 

※ 

【調査票名】 ８－地域密着型サービス事業所票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）認知症対応型通所介護事業所（介

護予防を含む。）、認知症対応型共同生活介護事業所（介護予防を含む。）、地

域密着型特定施設入居者生活介護事業所、夜間対応型訪問介護事業所、小規

模多機能型居宅介護事業所（介護予防を含む。）、定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業所、複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）事業所 

（抽出枠）都道府県から提出された情報を基に作成した調査対象名簿を用い

るとともに、新設された施設・事業所については、基本票で把握する。 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２４，５００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）毎年１０月１日現在（項目によって、９月末日現在、
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９月中の実績等） （系統）厚生労働省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年９月下旬～１２月上旬 

【調査事項】 １．経営主体、２．サービスの提供状況、３．従事者数等 

※ 

【調査票名】 ９－居宅サービス事業所（医療関係）票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）短期入所療養介護事業所（介護

予防を含む。）、通所リハビリテーション事業所（介護予防を含む。） （抽

出枠）都道府県から提出された情報を基に作成した調査対象名簿を用いると

ともに、新設された施設・事業所については、基本票で把握する。 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０，２００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）毎年１０月１日現在（項目によって、９月末日現在、

９月中の実績等） （系統）厚生労働省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年９月下旬～１２月上旬 

【調査事項】 １．開設主体、２．サービスの状況、３．サービスの提供状況、４．従事

者数等  
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【調査名】 工場立地動向調査（平成２７年承認） 

【承認年月日】 平成２７年３月３１日 

【実施機関】 経済産業省経済産業政策局地域経済産業グループ立地環境整備課 

【目 的】 本調査は、工場の立地動向を全国にわたり統一した基準で迅速に調査するこ

とにより、工場立地の実態を把握し、工場立地の適正化及び土地利用の合理化に

役立てるための統計を作成することを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、工場立地法（昭和３４年法律第２４号）第２条に基づくものであ

り、昭和４２年から半年周期で実施されている。平成１６年調査から調査系統を

変更し、都道府県・市町村経由を廃止。平成２２年調査から実査・審査業務を民

間事業者に委託。 

【調査の構成】 １－工場立地動向調査票 

【公 表】 インターネットにより公表（上期：９月３０日、下期：３月３１日） 

【備 考】 今回の変更は、調査対象の範囲（及び使用する統計基準）、報告を求める者の

数、報告を求める事項、集計事項の変更である。 

※ 

【調査票名】 １－工場立地動向調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類による１．製

造業、電気業（水力発電所、地熱発電所及び太陽光発電所を除く。）、ガス業

又は熱供給業を営む者及び２．学術・開発研究機関（民間の試験研究機関で

主として製造業、電気業、ガス業又は熱供給業に係る分野の研究を行うもの

に限る。）であって、その工場又は研究所を建設する目的をもって調査基準

期間に１，０００平方メートル以上の用地（埋立て予定を含む。）を取得（借

地を含む。）した事業所。 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５００ （配布）郵送、オンライン （取集）

郵送、オンライン （記入）自計 （把握時）上期：１月１日～６月３０日、

下期：７月１日～１２月３１日 （系統）配布：経済産業省－民間事業者－

報告者 回収：報告者－地方経済産業局－民間事業者－経済産業省 

【周期・期日】 （周期）半年 （実施期日）上期：７月～８月、下期：翌年１月～翌年

２月 

【調査事項】 会社・工場名、工場建設地、記入者（氏名、所属、電話）、設備投資額（う

ち用地取得費）、本社所在地、現地法人設立の場合の親企業の本社所在地、

資本金、従業者数、外資比率、用地取得年月、建設工事着工予定年月、操業

開始予定年月、敷地面積、建築予定面積、工場の予定機能、工場敷地内に研

究開発機能を付設する予定の有無、主な地目、新増設の別、内陸臨海の別、

工業団地内外の別、工業団地名、新増設に伴う工場移転の有無、移転の場合

の旧工場所在地、旧工場移転分の敷地面積、旧工場移転分の建築面積、移転
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の場合の旧工場跡地処分の予定、立地地点からの距離（高速道路Ｉ．Ｃ、港

湾ふ頭、空港、新幹線駅）、立地地点選定理由、海外立地検討の有無、海外

立地の検討を行った理由、海外立地と比較しての国内立地選定理由、主要原

材料・製品名、立地工場の予定従業者数、うち地場雇用者数、都市計画法の

区域区分、都市計画法の用途地域 
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○一般統計調査の中止 

【調査名】 出生動向基本調査（結婚と出産に関する全国調査）（平成２７年通知） 

【通知年月日】 平成２７年３月１０日 

【実施機関】 厚生労働省国立社会保障・人口問題研究所人口動向研究部 

【目 的】 本調査は、わが国の結婚過程ならびに夫婦の出生力に関する実態と背景を定

時的、継続的に調査・計測し、次世代育成支援をはじめとする関連諸施策ならび

に将来人口推計に必要な基礎資料を提供することを目的とする。 

【沿 革】 厚生省が昭和２７年以降５年周期で実施しているもの。本調査は、当初、「出

生力調査」の名称で実施していたが、平成４年調査から現在の「出生動向調査」

に名称変更を行って実施している。また、国勢調査の基準人口との整合性を図り、

将来推計人口の精度向上を図るため、平成１９年調査を２年前倒しし平成１７年

から５年周期で実施している。 

【調査の構成】 １－夫婦票（結婚されている方への調査票） ２－独身者票（独身の方

への調査票） 

【公 表】 記者発表及びインターネット（夫婦調査：調査年翌年の６月頃、独身者調査：

調査年翌年の９月頃） 

【備 考】 本調査は、平成２２年に一般統計調査として承認されたものであるが、本調

査を含む５調査をもって「社会保障・人口問題基本調査」と総称してきた。この

「社会保障・人口問題基本調査」を平成２３年から「社会保障・人口問題基本調

査」として、同名称の一般統計調査の下、「出生動向基本調査」、「人口移動調査」、

「生活と支え合いに関する調査」、「全国家庭動向調査」及び「世帯動態調査」の

５調査に組み替えて調査を実施することに変更した。 このようなことから、平

成２７年に本調査を実施するに際し、「社会保障・人口問題基本調査」の下に本

調査を位置づける調査計画の申請を行う予定であり、今後、本調査を単体の一般

統計調査として実施することはないため、中止するものである。なお、本調査は、

「社会保障・人口問題基本調査（出生動向基本調査）」として引き継ぎ、統計調

査を実施し、その結果についても従前同様に公表する予定である。 

※ 

【調査票名】 １－夫婦票（結婚されている方への調査票） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）妻５０歳未満の夫婦 （抽出枠）

平成２２年度の国民生活基礎調査の調査地区の中から無作為に８４０地区

を選定し、その地区内に該当する夫婦約９，０００組。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）９，０００／１３，６６０，０００ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）調査年の６月１日

現在 （系統）厚生労働省－都道府県・保健所設置市・特別区－保健所－調

査員－報告者 
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【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）調査年の７月２９日 

【調査事項】 １．夫婦（及び両親）の人口学的・社会経済的属性（夫婦の出生年月、夫

婦の学歴、夫婦の職歴、夫婦の現在の仕事と収入、今後の仕事と収入の見通

し、両親の出生年、両親との同別居、夫婦の兄弟姉妹数）、２．夫婦の結婚

過程に関する事項（結婚年月（生活を始めた、届け出）、初再婚の別、夫婦

の出会い・婚約時期、同棲期間、夫婦の出会いのきっかけ、結婚を決めたき

っかけ）、３．夫婦の妊娠・出産・健康に関する事項（夫婦の子ども数、夫

婦の妊娠・出産歴、理想子ども数、追加予定子ども数、希望時期、予定子ど

も数、持つつもりの子ども数を実現できない原因、理想子ども数を持てない

理由、不妊の悩み、不妊治療経験、以前の結婚の子ども数と出生年月、再婚

経験者の初婚・離死別の時期）、４．妻の就業と出産・子育てに関する事項

（子どもを持ったときの妻の就労状況）、５．保育環境・保育資源に関する

事項（育児期の両親との同別居・手助け状況、育児期の制度・施設の利用状

況・居住地）、６．妻の結婚・子ども・家族に関する意識（家族形成に関す

る考え方） 

※ 

【調査票名】 ２－独身者票（独身の方への調査票） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）１８～４９歳独身男女 （抽出枠）

平成２２年度の国民生活基礎調査の調査地区の中から無作為に８４０地区

を選定し、その地区内の該当する独身男女約１５，０００人。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１５，０００／２３，６００，０００ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）調査年の６月１日

現在 （系統）厚生労働省－都道府県・保健所設置市・特別区－保健所－調

査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）調査年の７月２９日 

【調査事項】 １．独身者（及び両親）の人口学的・社会経済的属性（出生年月、性別、

学歴、本人・両親の仕事、現在の仕事と収入、今後の仕事と収入の見通し、

両親の出生年、両親との同別居、両親の学歴、兄弟姉妹数）、２．結婚への

意欲・態度及びその背景に関する事項（結婚の利点、独身の利点、結婚への

不安、結婚意欲、結婚の条件、結婚への障害、独身でいる理由）、３．異性

関係・パートナーシップに関する事項（結婚経験、初婚時期、離死別時期、

性交渉経験、同棲経験・期間、子ども数、希望子ども数、異性との交際状況・

希望、交際相手との出会い（時期・きっかけ・相手の状況）、４．ライフコ

ースに対する考え方（将来のライフコース）、５．結婚・子ども・家族に関

する意識（家族形成に関する考え方、生活スタイル） 
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○届出統計調査の受理 

（１）新規 

【調査名】 平成２６年度若年者の職場定着に関するアンケート調査（平成２７

年届出） 

【受理年月日】 平成２７年３月６日 

【実施機関】 秋田県産業労働部雇用労働政策課 

【目 的】 本調査は、秋田県における若年者の職場定着状況は、３年以内の離職率が全

国平均と比較して高い状況にある。県内事業所における若年者の職場定着に係わ

る事業所や若年者の状況や考え方、企業の取組等の現状を把握することを目的す

る。 

【調査の構成】 １－若年者の職場定着に関するアンケート調査票（事業所用）、２－若年

者の職場定着に関するアンケート調査票（若年従業員用） 

※ 

【調査票名】 １－若年者の職場定着に関するアンケート調査票（事業所用） 

【調査対象】 （地域）秋田県内全域 （単位）事業所 （属性）全業種 （抽出枠）平

成２４年経済センサス活動調査の対象事業所の中から産業分類、事業所規模、

地域割合を勘案して抽出した県内１０００事業所を抽出する。 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，０００／５２，２８５ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２６年７月３１日 （系統）

県－商工団体－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２６年８月１４日～９月１０日 

【調査事項】 １．事業所の概要、２．事業所の採用活動、３．高校への要望、４．事業

所の人材育成、５．事業所における若年者の職場定着状況、６．若年者の職

場定着を図るための他社との交流の必要性、７．事業所における技術・技能・

ノウハウの継承 

※ 

【調査票名】 ２－若年者の職場定着に関するアンケート調査票（若年従業員用） 

【調査対象】 （地域）秋田県内全域 （単位）個人 （属性）全業種 （抽出枠）平成

２４年経済センサス活動調査の対象事業所で選定した１０００事業所に勤

務している正規従業員のうち、前の職場を何らかの理由で離職した経験のあ

る３４歳未満の中途採用者 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）５００／１２５，０００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２６年７月３１日 （系統）県－

商工団体－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２６年８月１４日～９月１０日 

【調査事項】 １．若年従業員の概要、２．前の会社、３．前の会社を選択した際の状況、

- 49 -



４．前の会社へ入社した当初の教育訓練体制、５．現在の会社に就職する際

の求職期間、６．求職活動、７．要した経費、８．転職前後の状況や変化、

９．若年者の職場定着を図るための他社との交流の必要性、１０．現在の会

社における技術・技能・ノウハウの継承  
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【調査名】 長野県労働環境等実態調査（平成２７年届出） 

【受理年月日】 平成２７年３月９日 

【実施機関】 長野県産業労働部労働雇用課 

【目 的】 本調査は、県内民営事業所の労働環境等の実態を把握し、今後の労働行政の

基礎資料として施策に反映することを目的とする。 

【調査の構成】 １－平成２７年長野県労働環境等実態調査票 

※ 

【調査票名】 １－平成２７年長野県労働環境等実態調査票 

【調査対象】 （地域）長野県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に揚げ

る大分類のうち、建設業、製造業、情報通信業、運輸業，郵便業、卸売業，

小売業、金融業，保険業、不動産業，物品賃貸業、学術研究，専門・技術サ

ービス業、宿泊業，飲食サービス業、生活関連サービス業，娯楽業、教育，

学習支援業、医療，福祉、サービス業（他に分類されないもの）に属し、常

用労働者数が１０人以上の事業所 （抽出枠）平成２４年経済センサス－活

動調査による調査区別民営事業所名簿に掲載された事業所から、産業及び事

業所規模別に層化し無作為に抽出する。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／１９，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２７年４月１日現在 （系

統）長野県－民間事業所－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２７年４月２０日～平成２７年５月１

５日 

【調査事項】 １．事業所に関する事項、①事業所名、②所在地、③業種、④企業全体の

常用労働者、⑤労働組合の有無、⑥記入担当者、２．労働環境等に関する事

項、①事業所の労働者数、②人材の確保について、③求人募集の方法、④企

業のイメージアップ（ワークライフバランス等の取組み）、⑤従業員の待遇・

処遇の改善、⑥多様な働き方の制度、⑦意見・要望  
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【調査名】 大阪市技能労務職相当職種民間給与調査（平成２７年届出） 

【受理年月日】 平成２７年３月９日 

【実施機関】 大阪市人事室給与課 

【目 的】 本調査は、大阪市においては、給与の原則として、職員基本条例第２４条に

おいて「情勢適応の原則に基づき、民間の同一の職種又は相当する職種の給与の

水準を参考にする」こととしており、大阪市技能労務職員は幅広い業務内容に従

事する一方で、民間においては同一の職種又は相当する職種が一定存在すること

から、本市技能労務職に相当する職種ごとの民間給与の把握を目的とする。 

【調査の構成】 １－大阪市技能労務職相当職種民間給与調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－大阪市技能労務職相当職種民間給与調査 調査票 

【調査対象】 （地域）大阪府内全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲

げる「園芸サービス業」、「一般土木建築工事業」、「土木工事業（舗装工事業

を除く）」、「舗装工事業」、「塗装工事業」、「電気工事業」、「機械器具設置工

事業」、「下水道業」、「土木建築サービス業」、「配達飲食サービス業」、「一般

廃棄物処理業」、「産業廃棄物処理業」、「機械修理業（電気機械器具を除く）」、

「建物サービス業」、「警備業」の産業小分類に属する事業所のうち、企業規

模が正社員１０人以上のもの （抽出枠）事業所母集団情報（平成２５年次

フレーム）から作成した事業所リスト 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４，８８９ （配布）郵送・オンライン （取

集）郵送・オンライン・その他（電話） （記入）自計 （把握時）平成２

７年４月１日 （系統）大阪市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２７年６月中旬～同年７月中旬 

【調査事項】 １．事業所名、２．郵便番号、３．所在地、４．電話番号、５．ＦＡＸ番

号、６．担当部署、７．担当者名、８．事業所正社員総数、９．企業正社員

総数、１０．対象職種正社員数、１１．平均年齢、１２．平均勤続年数、１

３．平均給与月額  
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【調査名】 栃木県社会貢献活動団体に関する実態調査（平成２７年届出） 

【受理年月日】 平成２７年３月１７日 

【実施機関】 栃木県県民生活部県民文化課 

【目 的】 本調査は、栃木県内で活動する社会貢献活動団体の組織・活動などの実態を

把握することにより、今後の栃木県内の社会貢献活動を支援・促進していくため

の基礎資料とすることを目的する。 

【調査の構成】 １－栃木県社会貢献活動団体に関する実態調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－栃木県社会貢献活動団体に関する実態調査 調査票 

【調査対象】 （地域）県内全域 （単位）団体 （属性）ボランティア活動その他営利

を目的とせず、不特定かつ多数のものの利益の増進に寄与することを主たる

目的に自発的に活動を行っている栃木県内の団体 （抽出枠）市町の担当課、

県及び市町の社会福祉協議会、庁内各課への照会結果により整備した名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２７年４月１日 （系統）栃木県－民間事業者－

報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２７年５月１日～５月２０日 

【調査事項】 １．団体の概要、２．団体の運営方針、３．協働について、４．社会貢献

活動を支援するセンターについて、５．認定の取得について、６．ＮＰＯ法

人格の取得について、７．行政に望む支援策等について  
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【調査名】 消費者意識アンケート調査（平成２７年届出） 

【受理年月日】 平成２７年３月１９日 

【実施機関】 神戸市市民参画推進局市民生活部消費生活課 

【目 的】 本調査は、第３次神戸市消費者基本計画策定のための基礎資料を得ることを

目的する。 

【調査の構成】 １－消費者意識アンケート調査票 

※ 

【調査票名】 １－消費者意識アンケート調査票 

【調査対象】 （地域）神戸市内 （単位）個人 （属性）委託業者に登録しているモニ

ター （抽出枠）委託業者に登録しているモニター 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２，０００／２５，０００ （配布）オン

ライン （取集）オンライン （記入）自計 （把握時）平成２７年３月５

日 （系統）神戸市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２７年３月１６日 

【調査事項】 １．基本的事項、２．消費者問題について、３．消費者教育について、４．

インターネット関連について、５．事業者（企業）に関する意識について、

６．消費生活に関する意識について  
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【調査名】 平成２７年鳥取県外国人観光客入込調査（平成２７年届出） 

【受理年月日】 平成２７年３月２５日 

【実施機関】 鳥取県文化観光スポーツ局観光戦略課 

【目 的】 本調査は、鳥取県内に訪れる外国人観光客の動向を把握し、今後のインバウ

ンド施策等を検討するための基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－鳥取県外国人観光客入込調査票 

※ 

【調査票名】 １－鳥取県外国人観光客入込調査票 

【調査対象】 （地域）県内全域 （単位）個人 （属性）県内の観光地、宿泊施設、温

泉施設及び空港等を訪れる外国人観光客及び宿泊客 （抽出枠）県内の観光

地（県で作成した県内観光地リスト）、宿泊施設、温泉施設（旅館業の登録

がある施設）及び空港（県内にある空港）等を訪れる外国人観光客及び宿泊

客から選定する。 

【調査方法】 （選定） （客体数）約１１００／（観光地：１６箇所 約３３千人、宿

泊施設・温泉旅館：５６箇所 約３６千人、空港：２箇所 約１７千人） （配

布）調査員、その他（留置アンケート等） （取集）調査員、その他（留置

アンケート等） （記入）自計 （把握時）平成２７年５月１日～平成２８

年３月３０日 （系統）鳥取県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２７年５月１日～平成２８年３月

２０日 

【調査事項】 １．旅行形態（個人旅行、団体旅行）、２．鳥取県に関する情報の入手先、

３．出入空港（港）、訪問先、泊数（県内及び県外）、４．物品購入額、交通

費、食事代 など  
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○届出統計調査の受理 

（２）変更 

【調査名】 高等学校卒業者の進路状況調査（平成２７年届出） 

【受理年月日】 平成２７年３月２日 

【実施機関】 埼玉県教育委員会教育局教育総務部教育政策課 

【目 的】 本調査は、埼玉県内高等学校卒業者の進路状況を調査し、教育行政及び進路

指導上の基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－高等学校卒業者の進路状況調査 調査票 

【備 考】 今回の変更は、報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間の変更で

ある。 

※ 

【調査票名】 １－高等学校卒業者の進路状況調査 調査票 

【調査対象】 （地域）埼玉県全域 （単位）高等学校（課程ごと） （属性）調査基準

日の前年度中に卒業した者を擁する県内の国、公、私立高等学校（課程ごと） 

（抽出枠）調査基準日の前年度中に卒業した者を擁する県内の国、公、私立

高等学校（課程ごと） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２３０  （全日制１９１ 定時制２８ 通信

制１１） （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）自計 （把

握時）毎年５月１日現在 （系統）県教育委員会－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）３月下旬頃～５月中旬頃 

【調査事項】 １．大学等進学者、２．専修学校（専門課程）進学者、３．専修学校（一

般課程）等入学者、４．公共職業能力開発施設等入学者、５．就職者（正規

の職員、自営業主等、正規の職員等でない者）、６．一時的な仕事に就いた

者、７．その他の者、８．不詳・死亡の者、９．前項の１～４のうち就職し

ている者（正規の職員等、正規の職員等でない者）、１０．前項の３．４．

６．７．のうち進学準備中の者、１１．過年度卒業者の大学・短期大学進学

者（一浪・二浪以上）  
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【調査名】 大阪府産業廃棄物処理実態調査（平成２７年届出） 

【受理年月日】 平成２７年３月２日 

【実施機関】 大阪府環境農林水産部循環型社会推進室産業廃棄物指導課 

【目 的】 本調査は、産業廃棄物を排出する事業者を対象にアンケート調査を行うこと

などにより、現況の大阪府域の産業廃棄物の発生及び処理状況を把握し、また、

これらに関する将来予測を行うことにより、現行の大阪府廃棄物処理計画の達成

状況を確認するとともに、次期計画の策定における基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－大阪府産業廃棄物処理実態調査票（建設業） ２－大阪府産業廃棄

物処理実態調査票（浄水場） ３－大阪府産業廃棄物処理実態調査票（下

水道業） ４－大阪府産業廃棄物処理実態調査票（建設業以外） 

【備 考】 今回の変更は、調査対象の範囲、報告を求める者、報告を求める事項及びそ

の基準となる期日又は期間並びに報告を求める期間の変更である。 

※ 

【調査票名】 １－大阪府産業廃棄物処理実態調査票（建設業） 

【調査対象】 （地域）大阪市及び堺市大阪府内全域 （単位）事業所 （属性）日本標

準産業分類に掲げる大分類「建設業」に属する事業所 （抽出枠）平成２４

年経済センサスによる事業所名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，６００／２６，７７２ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査実施年の前年度１年間 （系

統）大阪府－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２７年４月下旬～６月下旬 

【調査事項】 １．事業所の概要、２．元請工事の有無、３．工事実績、４．産業廃棄物

等の発生の有無、５．工事現場で発生した廃棄物等の発生量、６．工事現場

又は自社での中間処理、７．自社処分・処分再利用、委託処理、８．委託中

間処理、９．自社・委託での資源化 

※ 

【調査票名】 ２－大阪府産業廃棄物処理実態調査票（浄水場） 

【調査対象】 （地域）大阪市及び堺市を除く大阪府内全域 （単位）事業所 （属性）

日本標準産業分類に掲げる大分類「電気・ガス・熱供給・水道業」小分類「上

水道業」に属する事業所 （抽出枠）平成２４年経済センサスによる事業所

名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２４／２４ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）調査実施年を含む向こう６年間（各年度１年間） （系

統）大阪府－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２７年４月下旬～６月下旬 

【調査事項】 １．将来活動量指標、２．将来発生・処理状況 
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※ 

【調査票名】 ３－大阪府産業廃棄物処理実態調査票（下水道業） 

【調査対象】 （地域）大阪市及び堺市を除く大阪府内全域 （単位）事業所 （属性）

日本標準産業分類に掲げる大分類「電気・ガス・熱供給・水道業」小分類「下

水道業」に属する事業所 （抽出枠）平成２４年経済センサスによる事業所

名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）９３／９３ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）調査実施年を含む向こう６年間（各年度１年間） （系

統）大阪府－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２７年４月下旬～６月下旬 

【調査事項】 １．将来活動量指標、２．将来発生・処理状況 

※ 

【調査票名】 ４－大阪府産業廃棄物処理実態調査票（建設業以外） 

【調査対象】 （地域）大阪市及び堺市を除く大阪府内全域 （単位）事業所 （属性）

日本標準産業分類に掲げる大分類「鉱業、採石業、砂利採取業」、「建設業」、

「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、中分類「通信業」、「新聞業」、

「出版業」、中分類「鉄道業」、「道路旅客運輸業」、「道路貨物運送業」、小分

類「百貨店、総合スーパー」、「自動車小売業」、「燃料小売業」、中分類「物

品賃貸業」、中分類「学術・開発研究機関」、小分類「写真業」、大分類「宿

泊業、飲食サービス業」、小分類「洗濯業」、中分類「高等教育機関」、小分

類「病院」「一般診療」「歯科診療所」、中分類「自動車整備業」に属する事

業所のうち、従業員規模により、調査対象事業所を定める。 （抽出枠）平

成２４年経済センサスによる事業所名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１３，８００／８４，８４７ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査実施年の前年度１年間 

（系統）大阪府－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２７年４月下旬～６月下旬 

【調査事項】 １．事業所の概要、２．事業内容、３．事業の概要、４．産業廃棄物等の

発生の有無、５．自社で発生した廃棄物等の発生量、６．自社での中間処理、

７．自社処分・処分再利用、委託処理、８．委託中間処理、９．自社・委託

での資源化  
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【調査名】 人口移動調査（平成２７年届出） 

【受理年月日】 平成２７年３月２日 

【実施機関】 島根県政策企画局統計調査課 

【目 的】 本調査は、島根県人口の移動状況の実態を把握し、市町村人口の推計資料と

するとともに各種行政の基礎資料を得ることを目的としている。 

【調査の構成】 １－転入調査票 ２－県外転出調査票 ３－職権調査票 

【備 考】 今回の変更は、報告を求める者、報告を求める事項及びその基準となる期日

又は期間、報告を求める期間の変更である。 

※ 

【調査票名】 １－転入調査票 

【調査対象】 （地域）島根県全域 （単位）個人 （属性）県外からの転入者及び県内

の市町村間で移動する者のうち転入した者 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，５００ （配布）その他（市町村窓口） （取

集）その他（市町村窓口） （記入）自計 （把握時）月 （系統）島根県

－市町村－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査月翌月の１０日 

【調査事項】 １．性別、２．出生年月、３．移動理由、４．従前の住所地、５．転入市

町村又は県内他市町村での居住歴の有無、６．転入市町村での今後の居住予

定 

※ 

【調査票名】 ２－県外転出調査票 

【調査対象】 （地域）島根県全域 （単位）個人 （属性） （抽出枠）県外への転出

者 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，０００ （配布）その他（市町村窓口） （取

集）その他（市町村窓口） （記入）自計 （把握時）月 （系統）島根県

－市町村－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査月翌月の１０日 

【調査事項】 １．性別、２．出生年月、３．移動理由、４．転出先 

※ 

【調査票名】 ３－職権調査票 

【調査対象】 （地域）島根県全域 （単位）市町村 （属性）市町村 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１９ （平成２７年２月１日現在） （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）月 （系統）島根県－報告

者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査月翌月の１０日 

【調査事項】 １．性別、２．移動別、３．出生年月（住民基本台帳法第８条の規定によ
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り住民票の記載又は削除されることとなる者について）  
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【調査名】 血液製剤使用量等調査（平成２７年届出） 

【受理年月日】 平成２７年３月１１日 

【実施機関】 兵庫県健康福祉部健康局薬務課 

【目 的】 本調査は、兵庫県における血液製剤適正使用推進の指標とするため、県内の

病院を対象に、院内体制状況及び血液製剤使用量・廃棄量等の状況を調査するこ

とを目的とする。 

【調査の構成】 １－血液製剤使用量等調査 

【備 考】 今回の変更は、報告を求める期間の変更である。 

※ 

【調査票名】 １－血液製剤使用量等調査 

【調査対象】 （地域）兵庫県全域 （単位）保健・医療施設 （属性）調査対象期間中

に輸血用血液製剤の取扱いがあった一般病床を有する病院 （抽出枠）調査

対象期間中に輸血用血液製剤の取扱いがあった一般病床を有する病院（兵庫

県赤十字血液センター供給実績による） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）約２５０ （配布）郵送 （取集）郵送・オン

ライン・その他（ＦＡＸ） （記入）自計 （把握時）調査実施年の前年度

１年間 （系統）兵庫県・兵庫県合同輸血療法委員会－報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）７月下旬～８月下旬 

【調査事項】 院内体制及び血液製剤の使用量・廃棄量等  
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【調査名】 青少年の健全育成に関する意識調査（平成２７年届出） 

【受理年月日】 平成２７年３月３０日 

【実施機関】 岩手県環境生活部若者女性協働推進室 

【目 的】 本調査は、青少年の生活や考え方などの実態を調査することにより、現状の

岩手県民意識と青少年行政に対するニーズを把握し、青少年健全育成施策の決定

及び今後の施策推進のための基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－【中学生・高校生】 ２－【保護者】 ３－【青年】 

【備 考】 今回の変更は、調査対象の範囲、報告を求める者、報告を求める事項及びそ

の基準となる期日又は期間、報告を求めるために用いる方法及び報告を求める期

間の変更である。 

※ 

【調査票名】 １－【中学生・高校生】 

【調査対象】 （地域）岩手県全域（全３３市町村） （単位）個人 （属性）岩手県内

に居住する中学生・高校生 （抽出枠）岩手県教育委員会「学校一覧」から

学校の末尾番号により学校選定し、必要数を学校規模で割り当てしたうちか

ら、学校番号等により無作為抽出する。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５００／７２，０１６ （配布）調査員 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２７年５月１日 （系統）岩

手県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）５月上旬に実施、下旬に回収 

【調査事項】 １．きょうだい・家族構成、２．父との会話、３．母との会話、４．家庭

生活、５．学校生活、６．悩みごと・将来の希望、７．地域社会、８．生活

時間の使い方、９．幸せ・夢、１０．行動、行為に対する価値観、１１．青

少年に必要なもの 

※ 

【調査票名】 ２－【保護者】 

【調査対象】 （地域）岩手県全域（全３３市町村） （単位）個人 （属性）岩手県内

に居住する中学生・高校生の保護者 （抽出枠）「中学生・高校生」調査票

で選出された中学生、高校生の保護者へ依頼する。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５００ （配布）調査員 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成２７年５月１日 （系統）岩手県－民間事業

者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）５月上旬に実施、下旬に回収 

【調査事項】 １．子ども・家族構成、２．子どもとの会話、３．子どもの家庭生活・悩

み、４．子どもへの夢・希望、５．子どもの学校生活、６．子どもに関する

悩み、７．地域社会、８．子どもの生活時間、９．保護者の幸せ・子どもに
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対する夢、１０．社会問題や行動、行為に対する価値観・考え、１１．家庭

教育、１２．青少年に必要なもの 

※ 

【調査票名】 ３－【青年】 

【調査対象】 （地域）岩手県全域（全３３市町村） （単位）個人 （属性）岩手県内

に居住する満２０歳から満３９歳までの青年 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／２４９，０７５ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２７年５月１日 （系

統）岩手県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）５月上旬に実施、下旬に回収 

【調査事項】 １．家族構成、２．家庭生活、３．学生に対する調査、４．会社等勤務（正

社員）に対する調査、５．アルバイト・フリーター、無職に対する調査、６．

地域社会、７．生活時間の使い方、８．幸せ・夢、９．社会問題や行動、行

為に対する価値観・考え、１０．青少年に必要なもの  
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【調査名】 男女が共に支える社会に関する意識調査（平成２７年届出） 

【受理年月日】 平成２７年３月３０日 

【実施機関】 岩手県環境生活部若者女性協働推進室 

【目 的】 本調査は、男女共同参画社会の実現に向けて課題となるテーマについて調査

を行い、現状の県民意識や行政に対するニーズを把握するとともに、今後の男女

共同参画施策の基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－男女が共に支える社会に関する意識調査 調査票 

【備 考】 今回の変更は、調査対象の範囲、報告を求める者、報告を求める事項及びそ

の基準となる期日又は期間及び報告を求める期間の変更である。 

※ 

【調査票名】 １－男女が共に支える社会に関する意識調査 調査票 

【調査対象】 （地域）岩手県全域（全３３市町村） （単位）個人 （属性）岩手県に

在住する２０歳以上の男女 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／１，０６２，４４５ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２７年５月１日 （系

統）岩手県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）５月上旬に実施、下旬に回収 

【調査事項】 １．男女平等について、２．女性の社会参画について、３．家庭生活及び

結婚・家庭観について、４．職業について、５．仕事と家庭・社会活動の両

立について、６．ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）などについて、７．

男女共同参画施策について  
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【調査名】 川崎市産業廃棄物総合実態調査（平成２７年届出） 

【受理年月日】 平成２７年３月３０日 

【実施機関】 川崎市環境局生活環境部廃棄物指導課 

【目 的】 本調査は、平成２６年度における川崎市内の産業廃棄物の発生及び処理状況

を調査し、その実態を把握することにより、第６次川崎市産業廃棄物処理指導計

画の策定のための基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－川崎市産業廃棄物実態調査票（形式１） ２－川崎市産業廃棄物実

態調査票（形式２） ３－川崎市産業廃棄物実態調査票（形式３） ４－

川崎市産業廃棄物実態調査票（形式４） ５－川崎市産業廃棄物実態調査

票（形式５） ６－廃棄物に係る意識等について 

【備 考】 今回の変更は、報告を求める者、報告を求めるために用いる方法の変更であ

る。 

※ 

【調査票名】 １－川崎市産業廃棄物実態調査票（形式１） 

【調査対象】 （地域）川崎市全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類（平成

２５年１０月改定。以下同様）に掲げる大分類のうちの「製造業」、「電気・

ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売

業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生

活関連サービス業，娯楽業」及び「サービス業」のうち、「電気・ガス・熱

供給・水道業」については全事業所、これ以外の業種については従業員数５

人以上の事業所（調査票形式４及び５の対象業種を除く。） （抽出枠）事

業所母集団データベース（平成２５年次フレーム）から事業所を抽出 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／２０，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２６年４月１日～平成２

７年３月３１日 （系統）川崎市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２７年５月１日～５月３１日 

【調査事項】 １．事業所の概要、２．廃棄物の発生状況、３．廃棄物の処理状況 

※ 

【調査票名】 ２－川崎市産業廃棄物実態調査票（形式２） 

【調査対象】 （地域）川崎市全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げ

る大分類のうちの「医療，福祉」のうち、従業員数５人以上の事業所 （抽

出枠）事業所母集団データベース（平成２５年次フレーム）から事業所を抽

出 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３００／１，８００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２６年４月１日～平成２７年３月

３１日 （系統）川崎市－民間事業者－報告者 
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【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２７年５月１日～５月３１日 

【調査事項】 １．事業所の概要、２．廃棄物の発生状況、３．廃棄物の処理状況 

※ 

【調査票名】 ３－川崎市産業廃棄物実態調査票（形式３） 

【調査対象】 （地域）川崎市全域（神奈川県域、東京都域を含む。） （単位）事業所 

（属性）日本標準産業分類に掲げる大分類のうちの「建設業」のうち、資本

金１千万円以上の事業所 （抽出枠）事業所母集団データベース（平成２５

年次フレーム）から事業所を抽出 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７００／３，３００ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）平成２６年４月１日～平成２７年３月３１

日 （系統）川崎市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２７年５月１日～５月３１日 

【調査事項】 １．事業所の概要、２．廃棄物の発生状況、３．廃棄物の処理状況 

※ 

【調査票名】 ４－川崎市産業廃棄物実態調査票（形式４） 

【調査対象】 （地域）川崎市全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げ

る大分類のうちの「サービス業」（他に分類されないもの）のうちの産業廃

棄物収集運搬業のうち積替・保管の許可を有すもの、産業廃棄物処分業及び

特別管理産業廃棄物処分業の全事業所 （抽出枠）事業所母集団データベー

ス（平成２５年次フレーム）から事業所を抽出 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１００／１００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日 （系

統）川崎市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２７年５月１日～５月３１日 

【調査事項】 １．事業所の概要、２．受託状況 

※ 

【調査票名】 ５－川崎市産業廃棄物実態調査票（形式５） 

【調査対象】 （地域）川崎市全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げ

る大分類のうち、「運輸業，郵便業」の一部、「卸売業，小売業」の一部、「サ

ービス業（他に分類されないもの）」のうちの一部の、従業員数５人以上の

事業所 （抽出枠）事業所母集団データベース（平成２５年次フレーム）か

ら事業所を抽出 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４００／１，８００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２６年４月１日～平成２７年３月

３１日 （系統）川崎市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２７年５月１日～５月３１日 
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【調査事項】 １．事業所の概要、２．廃棄物の発生状況、３．廃棄物の処理状況 

※ 

【調査票名】 ６－廃棄物に係る意識等について 

【調査対象】 （地域）川崎市内全域（ただし、建設業については神奈川県域、東京都域

を含む。） （単位）事業所 （属性）「川崎市産業廃棄物実態調査票（形式

１～５）」の業種すべて （抽出枠）「川崎市産業廃棄物実態調査票（形式１

～５）」に準ずる 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，５００／２７，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２６年４月１日～平成２

７年３月３１日 （系統）川崎市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２７年５月１日～５月３１日 

【調査事項】 事業所動向（グリーン購入について、環境報告書について、産業廃棄物処

理における地球温暖化対策への取組みについて等） 

- 67 -



 

（参考） 

○基幹統計の指定 

 

統計の名称 作 成 者 指  定  内  容 指定年月日 

社 会 教 育 調 査 

 

文 部 科 学 大 臣 指定の変更 

 基幹統計とそれを作成する

手 段 で あ る 基 幹 統 計 調 査 と

を、名称上明確に区分するた

め、基幹統計の名称を現行の

「社会教育調査」から「伽階

教育統計」に変更するもの。 

H27.3.25 

 

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣が行った基幹統計の指定内容について掲

載したものである。 

 

- 68 -




